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第１章　計画の策定に当たって
１　計画策定の背景
近年の障害者福祉を取り巻く状況をみると、障害の種類や範囲は増加・拡大し、それに伴い障害福祉サービスへのニーズも多様化・増加しています。特に、超高齢化社会への進行が加速するなか、障害のある方の高齢化や高齢になってから障害のある方となる人の増加、障害のある方を支える家族の高齢化等に加え、顕在化してきている「親亡き後」問題など、新たな課題への対応や複合的な支援体制の構築が必要になっています。
その他にも、重症心身障害者（児）、医療的ケアを必要とする方の増加及び精神障害のある方の地域移行の支援や成年後見制度も含めた意思決定支援等、障害者施策に関する課題が大きくクローズアップされてきています。
また、一人ひとりの命の重さは障害のあるなしに関わらず少しも変わることはないという価値観の共有、すべての市民が障害のあるなしによって分け隔てられることなく、相互に人格と個性を尊重し合いながら暮らす共生社会の実現が重要であると考えられます。
さらに、東京オリンピック・パラリンピックを機会に、共生社会の実現に向けて加速が図られた「心のバリアフリー」と「ユニバーサルデザインの街づくり」といった2020年東京オリンピック・パラリンピックのレガシーの継承とともに、「誰一人取り残さない」というＳＤＧｓの理念は、「共生社会の実現」に向けた障害者施策の基本理念と共通のものであることから、様々なステークホルダーが協力し、持続可能で多様性と包摂性のある社会の実現に向けた取組を推進していくことが、今後、一層必要となってきます。

≪ 障害者福祉施策に関する近年の国の動向 ≫

平成23年　障害者基本法の一部改正
・目的規定や障害のある方の定義の見直しなど
平成24年　障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律（障害者虐待防止法）の施行
・障害のある方の虐待の防止に係る国等の責務規定、虐待の早期発見の努力　義務など
平成25年　障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（障害者総合支援法）の施行
・障害者自立支援法を改称、障害のある方の範囲に難病を加えるなど
国等による障害者就労支援施設等からの物品等の調達の推進等に関する法律（障害者優先調達推進法）の施行
・公的機関の物品等の障害者就労施設等からの優先的・積極的な購入の推進
平成26年　障害者の権利に関する条約（障害者権利条約）を批准



平成28年　障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（障害者差別解消法）の施行
・不当な差別的取扱いの禁止、合理的配慮の提供義務など
障害者の雇用の促進等に関する法律の一部を改正する法律の施行
・不当な差別的取扱いの禁止、合理的配慮の提供義務など
平成30年　「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律及び児童福祉法の一部を改正する法律」の施行
・障害のある方の望む地域生活の支援、障害のある子どもに対する支援ニーズの多様化へのきめ細かな対応、サービスの質の確保・向上に向けた環境整備
障害者による文化芸術活動の推進に関する法律（障害者文化芸術推進法）の施行
・障害のある方により文化芸術の鑑賞及び創造の機会の拡大、文化芸術の作品等の発表の機会の確保など
令和元年　視覚障害者等の読書環境の整備に関する法律（読書バリアフリー法）の施行
・視覚障害のある方等の読書環境の整備を総合的かつ計画的に推進
令和3年　医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する法律（医療的ケア児支援法）の施行
・国・地方公共団体や保育所・学校の設置者等の責務の明文化、医療的ケア児支援センターの指定など
令和4年　障害者による情報の取得及び利用並びに意志疎通に係る施策の推進に関する法律（障害者情報アクセシビリティ・コミュニケーション施策推進法）の施行
・障害のある方の情報の取得利用・意思疎通に係る施策の総合的な推進
障害者総合支援法等の改正　（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律等の一部を改正する法律について）
・障害のある方等の地域生活や就労の支援の強化等により、障害のある方等の希望する生活を実現するため、
①障害のある方等の地域生活の支援体制の充実
②障害のある方の多様な就労ニーズに対する支援及び障害者雇用の質の向上の推進
③精神障害のある方の希望やニーズに応じた支援体制の整備
④難病患者及び小児慢性特定疾病児童等に対する適切な医療の充実及び療養生活支援の強化
⑤障害福祉サービス等、指定難病及び小児慢性特定疾病についてのデータベースに関する規定の整備
等の措置を講ずることを目的とする。
令和６年　改正障害者差別解消法の施行（障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律の一部を改正する法律）
・国及び地方公共団体の連携協力の責務の追加
・事業者による社会的障壁の除去の実施に係る必要かつ合理的な配慮の提供の義務化
・障害を理由とする差別を解消するための支援措置の強化










２　東京都の動向
都では、平成18年に策定した長期計画『10年後の東京』において、「10年間で障害者雇用の3万人増加」を目標に掲げ、東京都障害者就労支援協議会では、平成20年11月に「首都TOKYO障害者就労支援行動宣言」及び宣言達成のための具体的取組である「障害者雇用・就労推進TOKYOプラン（行動指針）」を策定し、障害者雇用の増加を目指して多様な取組を進めてきました。その後、平成26年12月に策定した「東京都長期ビジョン」において新たに掲げた「2024年度末までに障害者雇用を４万人増加」目標を、平成28年12月に策定した「2020年に向けた実行プラン」においても引き継ぎましたが、令和元年６月で４ 万人増の目標を達成し、今現在は、令和３年３月に策定した「『未来の東京』戦略」で掲げた「2030年度末までに障害者雇用を４万人増加」の目標に取り組んでいます。
また、義足や人工関節を使用している方、内部障害や難病の方、または妊娠初期の方など、外見からわからなくても援助や配慮を必要としている方々が、周囲の方に配慮を必要としていることを知らせることで、援助を得やすくなるよう作成した「ヘルプマーク」を平成24年から配布を希望する方々に配布を開始し、現在では民間事業者や全国の自治体にも拡がっています。
さらに、手話が独自の文法を持つ一つの言語であるという認識の下、手話を使用しやすい環境づくりを推進することにより、手話を必要とする方の意思疎通を行う権利が尊重され、安心して生活することができる共生社会を実現するため、「東京都手話言語条例」を制定し、令和4年9月1日に施行しました。




３　日野市のこれまでの取組
市ではユニバーサルデザインに配慮したまちづくりのための施策を総合的かつ計画的に推進するための計画（第二次日野市ユニバーサルデザインまちづくり推進計画）を定めるとともに、平成21年に日野市ユニバーサル推進条例を施行しています。
平成26年4月に、18歳までの発達面、行動面、学校生活面において支援を必要とする子ども、子どもの育ちについて不安がある保護者の総合的な相談・支援機関である「エール（日野市発達・教育支援センター）」を開設し、平成27年4月には、「にこわーく（日野市障害者生活・就労支援センター）」を開設しました。
「エール」は、福祉部門と教育部門の部署が設置されており、多様な専門職（心理士、言語聴覚士、作業療法士、保健師、スクールソーシャルワーカーなど）による連携した支援が行われています。子どもの育ちに関する相談窓口を一本化し、福祉と教育が一体となって継続的に支援する仕組みは、全国的にも珍しく、先進的な取り組みとして注目されています。
「にこわーく」では、障害のある方の就労や生活の相談、就労のための訓練などを一体的に行い、障害のある方が働きながら地域で生活していくためのサポートを行っているほか、市民に障害を理解していただくための情報発信やイベントを行っています。障害のある方が、地域で生きがいと誇りをもって働くことで、自己実現と同時に、地域の活性化にも貢献しています。
また、国において、平成２８年４月に障害を理由とする差別の解消を推進するために「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」（障害者差別解消法）が施行された趣旨に合わせ、市でも、障害のあるなしに関わらず、誰もがお互いの人格と個性を尊重して支え合い、安心して暮らせる共生社会の実現に向けて、平成29年3月に「日野市障害者差別解消基本方針」を策定しました。さらに、令和２年４月に「日野市障害者差別解消推進条例」を施行し、障害者差別解消の推進に取り組んでいます。


 


４　計画の位置付け
本計画は、障害者基本法第11条第3項に定められた市町村障害者計画として、市の障害福祉に関する施策について、中・長期的な視点から総合的かつ計画的に推進する目的で策定する「障害者計画」と、障害者総合支援法第88条に定められた市町村障害福祉計画である「障害福祉計画」及び児童福祉法33条に定められる市町村障害児福祉計画である「日野市障害児福祉計画」を一体的に策定するものです。障害のある市民の現状を把握し、国及び東京都の関連計画との整合性を図りながら、市の障害者保健福祉に関する事項を策定するものです。

≪ 日野市の障害者保健福祉に関する計画の関係図 ≫

「障害者保健福祉ひの６か年プラン」
障害者計画（第３・４章）
根拠法：障害者基本法第11条
障害者のための施策に関する基本的な計画

第７期日野市障害福祉計画（第５章）
根拠法：障害者総合支援法第88条
障害福祉サービス、相談支援及び地域生活支援事業の提供体制の確保に関する計画

第３期日野市障害児福祉計画（第６章）
根拠法：児童福祉法第33条
障害児ニーズに対応した支援、サービスの質の確保・向上の環境整備に関する計画

また、日野市では、日野地域未来ビジョン2030（令和５年度～12年度）において、障害福祉に関わる2030年にありたい姿（花）として、以下の二つが挙げられています。
・誰もが当事者として考え、意思決定に参加できるまち
性別や障害の有無にかかわらず、誰もが場に参加することができ、当事者の視点が反映される。
・何があっても、何とか働き続けられるまち。
長い人生の中で、例え病気や障害があっても、子育てや介護があっても、理解やサポートを得ながら　自分らしく働き続けられるようになっている。
 



≪ 日野市における障害分野の各種計画の位置づけ ≫

総合計画　日野市SDGs未来都市計画
　　　　　日野地域未来ビジョン2030（ニーゼロサンゼロ）
　　　　　日野市まち・ひと・しごと創生総合戦略
　　　　　ヘルスケア・ウェルネス戦略

福祉の上位計画　ともに支え合うまちプラン（第４期日野市地域福祉計画）

個別計画　障害者保健福祉ひの６か年プラン
　　　　　第６次日野市特別支援教育推進計画
　　　　　第５期日野市高齢者福祉総合計画
　　　　　第４期「日野人（ひのびと）げんき！プラン」
　　　　　新！ひのっ子すくすくプラン
　　　　　第２次日野市スポーツ推進計画
　　　　　日野市住宅マスタープラン
　　　　　日野市まちづくりマスタープラン・日野市ユニバーサルデザインまちづくり推進計画等まちづくり関係計画
　　　　　日野市地域福祉活動計画
　　　　　など　　　　　　　　

また、国の障害者基本計画、東京都の東京都障害者・障害児施策推進計画との整合を図っています



















 
５　計画期間
本計画の計画期間は令和６年度～令和11年度の６か年とします。なお、障害者総合支援法に基づき策定する第７期日野市障害福祉計画（第５章　障害福祉計画）、及び児童福祉法に基づき策定する第３期日野市障害児福祉計画（第６章　障害児福祉計画）の計画期間は令和６年度～令和８年度の３か年とします。

≪ 障害者保健福祉ひの６か年プランの計画期間 ≫

障害者計画の計画期間　：令和６年度から令和11年度
第７期日野市障害福祉計画の計画期間：令和６年度から令和８年度
令和９年度からは次期日野市障害福祉計画となります
第３期日野市障害児福祉計画の計画期間：令和６年度から令和８年度
令和９年度からは次期日野市障害児福祉計画となります

６　ＳＤＧｓに基づいた取組
SDGsとは、「2030年までに私たちの社会をもっとよくしていく」ことをめざして、2015年9月の国連サミットで採択された国際目標、行動計画のことで、17の大きな目標で成り立っています。
日野市は、令和元年７月に都内では初めて「SDGs未来都市」に選定されました。令和４年３月には「第２期SDGs未来都市計画」を策定し、SDGs（Sustainable Development Goals：エス・ディー・　　ジーズ（持続可能な開発目標））の達成に向け、市民、企業、行政が対等なパートナーシップをもって地域づくりを行っています。




第２章　日野市の障害のある方をとりまく状況
１　人口及び障害のある方の状況

（１）人口や世帯数の動向
日野市の人口は近年微増傾向にありますが、世帯数の増加率が人口の増加率を上回っており、一世帯当たりの人員はやや減少傾向です。




（２）各種手帳の交付状況
身体障害者手帳所持者数は、横ばいから微減傾向で推移しています。
一方、知的障害者「愛の手帳」所持者数と精神障害者保健福祉手帳所持者数・自立支援医療費（精神通院）受給者数は、増加傾向で推移しています。
≪障害種類別身体障害者数及び身体障害者手帳所持者人数≫
（各年度末現在、単位：人）
総数　　　　　　　　　　平成30年度(2018年度）5,664（188）
令和元年度(2019年度）5,722（186）
令和２年度(2020年度）5,644（175）
令和３年度(2021年度）5,516（170）
令和４年度(2022年度）5,674（186）
肢体不自由　　　　　　　平成30年度(2018年度）2,933（130）
令和元年度(2019年度）2,932（129）
令和２年度(2020年度）2,846（125）
令和３年度(2021年度）2,749（118）
令和４年度(2022年度）2,772（126）
音声言語機能障害　　　　平成30年度(2018年度）102（1）
令和元年度(2019年度）111（1）
令和２年度(2020年度）106（1）
令和３年度(2021年度）106（1）
令和４年度(2022年度）110（2）
視覚障害　　　　　　　　平成30年度(2018年度）417（5）
令和元年度(2019年度）422（6）
令和２年度(2020年度）434（4）
令和３年度(2021年度）416（3）
令和４年度(2022年度）440（6）
聴覚平衡機能障害　　　　平成30年度(2018年度）468（21）
令和元年度(2019年度）486（18）
令和２年度(2020年度）484（16）
令和３年度(2021年度）492（17）
令和４年度(2022年度）505（17）
内部障害　心臓　　　　　平成30年度(2018年度）893（15）
令和元年度(2019年度）898（16）
令和２年度(2020年度）886（15）
令和３年度(2021年度）900（14）
令和４年度(2022年度）894（17）
腎臓　　　　　平成30年度(2018年度）461（0）
令和元年度(2019年度）469（0）
令和２年度(2020年度）476（0）
令和３年度(2021年度）468（0）
令和４年度(2022年度）483（0）
呼吸器　　　　　平成30年度(2018年度）60（6）
令和元年度(2019年度）57（6）
令和２年度(2020年度）47（7）
令和３年度(2021年度）51（6）
令和４年度(2022年度）52（8）
その他　　　　　平成30年度(2018年度）330（10）
令和元年度(2019年度）347（10）
令和２年度(2020年度）344（9）
令和３年度(2021年度）355（9）
令和４年度(2022年度）418（10）
手帳所持者実人数　　　　令和元年度(2019年度）4,611（121）
令和２年度(2020年度）4,551（111）
令和３年度(2021年度）4,491（110）
令和４年度(2022年度）4,603（119）
（資料：障害福祉課）
※表中の数値は2つ以上の障害がある場合、それぞれの障害等級ごとにカウントしているため、総数は身体障害のある方の実数とは異なる
※手帳所持者実人数は平成30年度以前は未集計
※カッコ内の数字は18歳未満の人数（以下同様）





≪知的障害者「愛の手帳」所持者≫
（各年度末現在、単位：人）
総数　　　平成30年度(2018年度）1,295（389）
令和元年度(2019年度）1,333（401）
令和２年度(2020年度）1,379（390）
令和３年度(2021年度）1,472（410）
令和４年度(2022年度）1,543（425）
軽度　　　平成30年度(2018年度）659（215）
令和元年度(2019年度）680（223）
令和２年度(2020年度）716（216）
令和３年度(2021年度）749（223）
令和４年度(2022年度）801（234）
中度　　　平成30年度(2018年度）284（82）
令和元年度(2019年度）294（89）
令和２年度(2020年度）293（79）
令和３年度(2021年度）333（96）
令和４年度(2022年度）338（97）
重度　　　平成30年度(2018年度）302（80）
令和元年度(2019年度）309（78）
令和２年度(2020年度）319（82）
令和３年度(2021年度）334（77）
令和４年度(2022年度）345（81）
最重度　　平成30年度(2018年度）50（12）
令和元年度(2019年度）50（11）
令和２年度(2020年度）51（13）
令和３年度(2021年度）56（14）
令和４年度(2022年度）59（13）
（資料：障害福祉課）

≪精神障害者保健福祉手帳所持者数・自立支援医療費（精神通院）受給者証交付数≫
（各年度末現在、単位：人）
手帳所持者数　　総数　令和元年度(2019年度）1,580（58）　令和2年度(2020年度）1,644（64）　令和3年度(2021年度）1,801（68）　令和4年度(2022年度）1,925（76）
等級　　１級　令和元年度(2019年度）99（0）　令和2年度(2020年度）89（0）　令和3年度(2021年度）100（1）　令和4年度(2022年度）115（1）
２級　令和元年度(2019年度）802（22）　令和2年度(2020年度）834（28）　令和3年度(2021年度）913（30）　令和4年度(2022年度）930（26）
３級　令和元年度(2019年度）679（36）　令和2年度(2020年度）721（36）　令和3年度(2021年度）788（37）　令和4年度(2022年度）880（49）
自立支援医療費受給者証交付数　　平成30年度(2018年度）3,931　令和元年度(2019年度）4,156　令和2年度(2020年度）2,608　令和3年度(2021年度）4,480　令和4年度(2022年度）5,046
（資料：障害福祉課）

（３）障害児の保育・教育及び特別支援学校・学級の状況
保育園における支援が必要な園児数は、横ばいから微増減傾向で推移しています。

≪保育園における支援が必要な園児の推移≫
（各年度末現在、単位：人）
園児数　　　平成30年度(2018年度）85　令和元年度(2019年度）83　令和２年度(2020年度）88　令和３年度(2021年度）99　令和４年度(2022年度）109
（資料：保育課）　　


≪特別支援学級の設置校数及び学級数の推移≫
（各年5月1日現在、単位：校、学級）
小学校　　　　　固定　　　　知的障害　　　平成30年度(2018年度）校数６、級数22
令和元年度(2019年度）校数６、級数20
令和２年度(2020年度）校数６、級数22
令和３年度(2021年度）校数６、級数23
病弱　　　　　平成30年度(2018年度）校数１、級数１
令和元年度(2019年度）校数１、級数１
令和２年度(2020年度）校数１、級数１
令和３年度(2021年度）校数１、級数１
通級　　　　言語障害　　　平成30年度(2018年度）校数２、級数６
令和元年度(2019年度）校数２、級数６
令和２年度(2020年度）校数２、級数５
令和３年度(2021年度）校数２、級数５
難聴　　　　　平成30年度(2018年度）校数１、級数１
令和元年度(2019年度）校数１、級数１
令和２年度(2020年度）校数１、級数１
令和３年度(2021年度）校数１、級数１
ステップ教室　平成30年度(2018年度）校数17
令和元年度(2019年度）校数17
令和２年度(2020年度）校数17
令和３年度(2021年度）校数17
中学校　　　　　固定　　　　知的障害　　　平成30年度(2018年度）校数３、級数８
令和元年度(2019年度）校数３、級数10
令和２年度(2020年度）校数３、級数９
令和３年度(2021年度）校数３、級数９
自閉症・情緒障害　平成30年度(2018年度）校数２、級数７
令和元年度(2019年度）校数２、級数６
令和２年度(2020年度）校数２、級数７
令和３年度(2021年度）校数２、級数８
通級　　　　ステップ教室　平成30年度(2018年度）校数８
令和元年度(2019年度）校数８
令和２年度(2020年度）校数８
令和３年度(2021年度）校数８
（資料：第６次日野市特別支援教育推進計画）
※平成28年度より小学校では、特別支援教室（ステップ）の導入により、情緒障害等通級指導学級の学級数という枠組はなくなりました。

≪特別支援学校等通学状況≫
（令和５年５月１日現在、単位：人）
七生特別支援学校　　小学部　88　中学部　43　高等部　46
八王子東特別支援学校　　小学部　21　中学部　10　高等部　12
合計　小学部　109　中学部　53　高等部　58
（資料：障害福祉課）


≪副籍制度希望児童・生徒数の推移≫
（単位：人）
七生特別支援学校　　　　　小学校　平成30年度(2018年度）56
令和元年度(2019年度）65
令和２年度(2020年度）69
令和３年度(2021年度）63
中学校　平成30年度(2018年度）41
令和元年度(2019年度）39
令和２年度(2020年度）27
令和３年度(2021年度）33
八王子東特別支援学校　　　小学校　平成30年度(2018年度）17
令和元年度(2019年度）19
令和２年度(2020年度）18
令和３年度(2021年度）15
中学校　平成30年度(2018年度）6
令和元年度(2019年度）7
令和２年度(2020年度）0
令和３年度(2021年度）3
ろう学校　　　　　　　　　小学校　平成30年度(2018年度）1
令和元年度(2019年度）1
令和２年度(2020年度）1
令和３年度(2021年度）2
中学校　平成30年度(2018年度）5
令和元年度(2019年度）3
令和２年度(2020年度）1
令和３年度(2021年度）0
盲学校　　　　　　　　　　小学校　平成30年度(2018年度）0
令和元年度(2019年度）0
令和２年度(2020年度）0
令和３年度(2021年度）0
中学校　平成30年度(2018年度）1
令和元年度(2019年度）0
令和２年度(2020年度）0
令和３年度(2021年度）0
その他の特別支援学校　　　小学校　平成30年度(2018年度）0
令和元年度(2019年度）0
令和２年度(2020年度）0
令和３年度(2021年度）0
中学校　平成30年度(2018年度）0
令和元年度(2019年度）0
令和２年度(2020年度）0
令和３年度(2021年度）0
合計　　　　　　　　　　　小学校　平成30年度(2018年度）74
令和元年度(2019年度）85
令和２年度(2020年度）88
令和３年度(2021年度）80
中学校　平成30年度(2018年度）53
令和元年度(2019年度）49
令和２年度(2020年度）28
令和３年度(2021年度）36
（資料：第６次日野市特別支援教育推進計画）


２　アンケート結果からみる障害のある方の状況

（１）調査の概要
　①障害者手帳等所持者等調査
１.調査対象者　令和４年８月１日を基準日に、日野市の市民から1,700人を無作為に抽出した
２.配布数　1,700件
３.回答数　975件
４.回収率　57.4％
５.調査方法　郵送による配布・回収
６.調査期間　令和４年９月22日～10月20日

※手帳所持者別の内訳は次のとおり
身体障害者手帳所持者	配布数500件	回答数310件	回答率62.0％
愛の手帳（療育手帳）所持者	配布数300件	回答数169件	回答率56.3％
精神障害者保健福祉手帳所持者	配布数500件	回答数257件	回答率51.4％
指定難病医療受給者証所持者	配布数200件	回答数104件	回答率52.0％
児童	配布数200件	135件	67.5％

　②一般市民調査
１.調査対象者	令和４年８月１日を基準日に、日野市の市民の中から300人を無作為に抽出した
２.配布数	300件
３.回答数	140件
４.回収率	46.7％
５.調査方法	郵送による配布・回収
６.調査期間	令和４年９月22日～10月20日

　③事業所調査
１.調査対象者	令和４年11月1日を基準日に日野市内の全障害福祉サービス事業所
２.配布数	156事業所
３.回答数	131事業所（91通）
※１通に複数事業所分の回答あり
４.回収率	84.0％
５.調査方法	郵送による配布・回収
６.調査期間	令和４年11月11日～12月中旬




（２）調査結果の概要
住まいについての困りごとでは、「階段や段差に苦労している」や「浴室・トイレ等家の設備が使いにくい」といった意見が多く挙げられています。
また、外出の際の困りごとでは、「他人の視線が気になる」や「障害のない人からの理解が少ない」といった意見が多く挙げられています。




障害のある方の将来に対しての不安では、「一緒に住む家族がいなくなった時、一人で暮らせるか」や「十分な収入は得られるか」、「働く場はあるか」などが多く挙げられています。
また、望む働き方では、「正規社員として働きたい」が多く挙げられています。




障害のある方の人権を守るために重要なことでは、地域共生社会の実現や障害福祉サービスの充実が多く挙げられています。
障害のある方の地域や社会への参加にとって大切なことでは、「交通機関や道路のバリアフリー化」、「学校における福祉教育や福祉体験の場の拡充」、「（地域や社会の人々が）障害者を受入れられるための広報啓発活動の充実」などが多く挙げられています。



障害福祉施策の充実に向けては、「保護者などがいなくなった後の生活支援の充実」や「就労の援助や雇用の促進」、「手当などの経済的支援の充実」、「総合的な相談体制の整備、充実」、「障害者理解への啓発や交流促進」などが多く挙げられています。





３　前計画の振り返り

（１）数値目標の達成状況
前計画では、基本目標ごとに、基本理念実現に向けた指標を設定しました。
令和４年度時点での評価結果は以下のとおりです。

≪基本目標１『認め合い暮らす』 の実現に向けた指標の達成状況≫
障害者差別解消法の認知度について
一般市民が［不当な差別的取扱い禁止］について知っている割合	平成28年度現況値35.3％
令和４年度目標値70％	令和４年度評価値　16.9％
障害理解について
障害のある方に関する情報が伝わっていると考える一般市民の割合	平成28年度現況値10.9％
令和４年度目標値25％	令和４年度評価値　5.0％
権利を守ることについて
成年後見制度を知っている障害のある方の割合	平成28年度現況値47.3％　令和４年度目標値70％　令和４年度評価値　43.9％
意思疎通支援について
知的障害・高次脳機能障害のある方等への意思疎通支援事業	平成28年度現況値　未実施
令和４年度目標値　実施　令和４年度評価値　未実施

≪基本目標２『安全・安心に暮らす』の実現に向けた指標の達成状況≫
災害時に備える体制について
災害時の避難する場所を知っている人の割合	平成28年度現況値64.8％ 令和４年度目標値100％　令和４年度評価値66.9％
避難行動要支援者名簿への登載者の割合	平成28年度現況値59％	令和４年度目標値65％
令和４年度評価値49％
指定避難所や福祉避難所の受入体制の整備（思いやりスペース・福祉避難所マニュアル）
平成28年度現況値　一部整備	令和４年度目標値　整備	令和４年度評価値 整備
グループホーム設置促進について
市内グループホーム数　	平成28年度現況　36か所	令和４年度目標値　46か所
令和４年度評価値　74か所
医療機関等との支援体制の整備について
（仮称）医療相談支援専門員の配置　	平成28年度現況値　未配置	令和４年度目標値　１人配置	令和４年度評価値　未配置




≪基本目標３『生きる力を学ぶ』の実現に向けた指標の達成状況≫
切れ目のない支援について
個別の支援計画（かしのきシート）数　平成28年度現況値　960件　令和４年度目標値　「エール」発達・教育支援センターの利用者全数	令和４年度評価値2,905件
相談や支援を利用した実人数	平成28年度現況値　1,300人　令和４年度目標値　2,200人
令和４年度評価値 2,054人

≪基本目標４『地域で活躍する』の実現に向けた指標の達成状況≫
就労に向けた取組の推進について
生活・就労支援事業「くらしごと」・福祉施設から一般就労した人数	平成28年度現況値　57人
令和４年度目標値	75人	令和４年度評価値　48人
生活・就労支援事業「くらしごと」生活・相談件数	平成28年度現況値　11,904件	令和４年度目標値　14,000件	令和４年度評価値　11,423件
活躍できる場の構築について
共生型の事業拠点整備　　	平成28年度現況値０か所	令和４年度目標値１か所	
令和４年度評価値０か所

≪基本目標５『つながり・支える』の実現に向けた指標の達成状況≫
ワンストップ型相談体制の構築について
基幹相談支援センターの整備	平成28年度現況値　未整備	令和４年度目標値　整備	
令和４年度評価値　未整備
相談支援の充実
将来のことについて不安を感じている人の割合	平成28年度現況値　65.0％　令和４年度目標値　50％令和４年度評価値　52.1％
人材の確保について
市内障害者支援施設などで職場体験等を行った児童・生徒・学生数	 平成28年度現況値　平成30年度実績数　令和４年度目標値　10％増	　令和４年度評価値
※市内障害者支援施設などで職場体験等を行った児童・生徒・学生数については各学校における管理
のため未記載













（２）実施事業の評価
前計画における平成30年度から令和４年度までの各事業の取組状況は、「施策内容を上回って取り組めた（Ａ）」及び「施策内容をほぼ取り組めた（Ｂ）」となっている項目が全体の91.5％（119／130項目）となっています。
基本目標ごとの各施策の評価結果は以下のとおりです。

基本目標１
認め合い暮らす
差別の解消と権利擁護の推進を行う
　●障害を理由とする差別の解消の推進
　●虐待の防止
　●権利擁護制度の周知と利用促進
A:4	B:15	C:1　　計：20
情報保障を推進する
　●情報アクセシビリティの向上
　●意思疎通支援の推進
A:4	B:7	C:0	計：11
様々な活動を通じて障害理解を浸透させる
　●文化・スポーツ活動への参加機会の拡充
　●障害のある人の文化・スポーツ活動、遊びの場の充実
　●地域住民と一緒に活動できる機会の増加
A:2	B:9	C:2	計：13
基本目標２
安心・安全に暮らす	
安心して暮らせるまちづくりを推進する
　●外出しやすいまちづくり
　●多様な住まいの場の充実
　●医療機関等との支援体制の整備
　●生活に必要なサービス・支援体制の充実
A:1	B:14	C:3	計：18
災害に備える体制を構築する
　●災害時の体制づくり
A:3	B:12	C:0	計：15
障害のある人を支える家族を支援する
　●家族のリフレッシュや緊急時の支援の充実
A:0	B:3	C:0	計：3
基本目標３
生きる力を学ぶ	
子どもの成長を支援する
　●発達の遅れや偏りのある子どもへの早期支援
　●障害のある子どもの青年期へ向けた支援
A:1	B:7	C:0	計:8
福祉と教育が一体となり切れ目のない支援をする
　●「エール」発達・教育支援センターを中心とした発達支援と教育支援の推進
　●子どもの共育の場の充実
A:2	B:5	C:0	計：7
障害のある人の子育てを支援する
　●障害のある人の子育ての支援
A:1	B:3	C:1	計：5


基本目標４
地域で活躍する	地域とつながり支え合う場をつくる
　●コミュニティの中で活躍できる場づくり
A:0	B:2	C:0	計:2
就労に向けた支援体制を充実する
　●「しごと」と「暮らし」の一体的支援
　●就労へのチャレンジ支援
A:3	B:4	C:0	計：7
仕事を通して地域貢献できる仕組みをつくる
　●地域の活性化につながる仕事を通じた社会貢献
A:1	B:0	C:0	計：1
障害者優先調達を推進する
　●障害者優先調達の推進
A:2	B:0	C:0	計：2
基本目標５
つながり・支える
切れ目のない相談支援を充実する
　●関係機関のネットワークによる個別支援の推進
　●初期相談からワンストップ型の相談支援ができる体制づくり
A:1	B:4	C:1	計：6
福祉人材を育成し、定着を支援する
　●福祉人材の確保と育成
A:0	B:4	C:2	計：6
社会復帰等に向けた取組を推進する
　●心の健康づくり
A:0	B:3	C:0	計：3
地域生活への移行を支援する
　●地域生活移行への支援
A:0	B:2	C:1	計：3
合　計	A:25	B:94	C:11	計130
注）事業数は、施策は異なるものの重複が記載するもの（※再掲のもの）や、１つの事業であっても担当課が複数にわたり、各担当課別に評価を行っているものなど、すべての評価結果をカウントしています。




４　現状を踏まえた課題

本市では、地域で支え合い、誰もが安心してともに暮らせるまちづくりのため、障害者保健福祉ひの６か年プラン（障害者計画）の基本理念として『ともに生きるまち　日野　～一人ひとりがかけがえのない存在として認め合える地域の実現～』を掲げ、５つの基本目標を設定して、各施策に取り組んできました。
本市の取組状況などをもとに、今後、取り組むべき課題を前計画の基本目標ごとに整理すると、以下の通りです。

（１）基本目標１　認め合い暮らす
差別の解消と権利擁護の推進として、日野市障害者差別解消推進条例の制定、虐待防止センターや権利擁護制度の周知など、様々な取組を推進してきました。しかしながら、条例やユニバーサルデザインに対する認知度が低く、また、権利擁護制度の利用者が少なかったことなどから、本計画では、障害者理解促進・啓発事業を強化するとともに、成年後見制度や市民後見人の仕組みに関する更なる周知・強化に努めていくことが必要と考えられます。
また、情報保障の推進では、様々な機会を活用し、情報アクセシビリティの向上に努めてきましたが、今後も引き続き、障害のある方による情報の取得利用・意思疎通の推進の観点から、情報アクセシビリティの向上に継続して取組むとともに、障害特性に配慮した意思疎通支援を促進することが必要です。
文化・スポーツ活動の面では、新型コロナウイルス感染症拡大の影響で、一部思うような活動ができませんでしたが、全体を通じて、障害の有無に関わらず、様々な交流を図ることができました。本計画では、交流を通して、より一層障害への理解の促進につなげるとともに、障害者スポーツの普及に向け、障害のある方の運動機会の創出や周知を行うことが必要と考えられます。




（２）基本目標２　安心・安全に暮らす
安心して暮らせるまちづくりとして、令和４年度に「第三次日野市バリアフリー特定事業計画」を策定し、現在、当該計画に基づき、ユニバーサルデザインのまちづくりを進めています。また、障害のある方の外出を支援する取組として、移動支援等サービスの提供を行うとともに、居住支援の一環として「あんしん住まいる日野」の開設や多様なグループホームの設置支援、また、医療機関等との支援体制の一環として、医療的ケア児等支援協議会を設置し総合的な支援体制について検討を進めてきました。
しかしながら、移動支援サービスについては、協定締結事業所数の不足、協定事業所内の従業員不足から、移動支援サービスを利用したい方が利用できない現状があり、また、生活介護事業所など重度の障害のある方を受入れる事業所の不足、グループホームの設置数に対して支援員が不足するなど、事業を支える人材面での問題点が明らかとなりました。本計画では、こうした問題点を解決するために、障害福祉人材の確保・定着に向けた取組を強化します。また、医療的ケア児等支援においては、医療的ケア児等コーディネーターの配置や医療機関等との連携、入浴サービスなど支援メニューの拡充、医療的ケアに対応できる人材の確保など、体制整備に向けた検討を進めていくことが必要です。
その他、災害に備える体制の構築では、地域防災計画の修正作業において日野市障害者関係団体連絡協議会や福祉施設等関係団体の意見を反映し、避難行動要支援者名簿の活用にむけた自治会向け説明会などを開催しました。本計画においても、引き続き関係機関の連携・強化に努めていきます。また、障害のある方を支える家族支援として、重症心身障害児（者）レスパイト事業や日中一時支援事業などに取り組んできました。本計画においても、当該事業の利用の促進を図るため、事業の周知と確実に利用できる体制整備について検討を進めていきます。

（３）基本目標３　生きる力を学ぶ
子どもの成長支援では、児童発達支援センター機能の整備や巡回相談事業・保育所等訪問支援事業などに取り組み、「エール」（日野市発達・教育支援センター）は令和２年度に児童発達支援センターの指定を受けました。




「エール」においては、地域における中核的な支援施設として、障害児通所支援等を実施する事業所と緊密な連携を図り、引き続き、重層的な障害児通所支援の体制整備を図るため、センター機能の充実化に努めていくことが必要と考えられます。また、巡回相談事業・保育所等訪問支援事業については、事業の充実に向けて、制度の周知・強化に努めていきます。
福祉と教育の一体的・切れ目のない支援では、「エール」を中心とした発達・教育支援センター機能の充実や、共育の場として、保育園・幼稚園・学童クラブの受入体制の充実に努めてきました。本計画においても、引き続き、「エール」を中心とし、さらに新たに設置する（仮称）日野市子ども包括支援センター「みらいく」も含めた関係機関などの連携・強化を図ることで、児童への包括的支援につなげ、すべての子どもの健やかな成長を切れ目なく支援する体制を構築する必要があります。また、共育の場の拡充や医療的ケア児等のスムーズな受入体制の構築について検討を進めていきます。

（４）基本目標４　地域で活躍する
コミュニティの中で活躍できる場づくりとして、「日野わーく・わーく」において市内６か所の障害福祉サービス事業所等が連携し、企業からの共同受注や共同販売、地域に根差した商品開発や仕事の開発など地域における活動を進めてまいりました。また、障害のある方の就労支援として、「日野市障害者就労支援センターくらしごと」（※会社やお店で働けるよう、安心して働き続けられるよう就労相談・支援を行う機関）をはじめとした各種就労支援事業に取り組んできました。
地域共生社会の観点から、本計画においても、引き続き、共生型事業の充実を図ることが必要となります。また、「日野市障害者就労支援センターくらしごと」では、新型コロナウイルス感染症拡大の影響もあり、求人数が増えず、就労につながったケースも少なかったことなどから、本計画では、ニーズにあった就労先を新たに開拓するなど、障害のある方の一般就労の機会拡大を図る取組の強化に向け検討を進めていきます。更に、働く意欲のある高齢障害者の再就職先として、障害者雇用・福祉就労等に広くつなげられるよう、関係機関との連携を強化していくことも必要と考えられます。




（５）基本目標５　つながり・支える
つながり・支え合いとして、切れ目のない相談支援の充実や福祉人材の確保・育成、精神障害のある方の社会復帰に向けた取組、障害のある方の地域生活への移行支援などに取り組んできました。
相談支援の充実では、現在の市内の相談支援事業所及びその職員の不足などから、新規の受付ができないなどの問題点が明らかになりました。本計画では、現状の相談支援事業における課題の解決に向け、基幹相談支援センターの整備についても議論を進め、今後のあり方等を明確にしていくことが必要です。
また、重点事業のひとつとして、関係機関との協議を通して、「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム」の構築に向けた検討を進めてきました。今後も増加が予想される精神障害のある方への対応を強化するため、本計画でも、引き続き、「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム」の構築に向けた議論を深化させていきます。
福祉人材の確保・育成の面では、施設職員のスキルアップを目的とした研修や児童・生徒の職場体験の場の充実などに努めてきました。しかしながら、研修への参加者が少ないことや、新型コロナウイルス感染症拡大の影響により職場体験（訪問）を受入れてくれる事業所が減少するなど、思うような結果にはつながりませんでした。
障害のある方の重度化・高齢化が進む中で、福祉人材の確保・定着は、喫緊の課題であり、教育委員会と連携した福祉教育の推進や広報・啓発活動の強化、福祉人材の育成に向けた研修の実施、ＩＣＴ・ロボットの導入による事務負担の軽減など、多様な視点による各種取組の強化に向け、検討を進めていきます。
最後に、地域生活の移行支援では、地域生活支援拠点の整備に向けた情報収集や地域移行支援の事業所立上げに向けた検討などを進めてきましたが、令和４年度の法改正も踏まえ、本計画では、整備に向けた議論をさらに深化していくことが必要です。また、地域移行支援のための相談支援についても、日野市精神障害者等支援協議会を中心として、市内の相談資源の充足に向けた検討を進めるとともに、地域移行支援に関わりを持てる機関への働きかけを強化するなど、障害のある方の地域生活への移行に向けた取組をさらに進めていきます。




第３章　障害者計画
１　計画の体系

以下の図は、本計画における施策の全体像を示したものです。
この計画は、日野市の障害福祉に関する施策を定める計画ですが、その実現には障害当事者や関係者ではない地域の方々の協力が不可欠です。そもそも、障害のあるなしに関わらず、“すべての市民が”という発想を持つことが差別の解消にもつながることから、地域市民とのつながりや地域における活動が計画の土台となります。
本計画の目指すべき姿が土台が伸びた先にあることで、本計画の土台となる地域市民とのつながりや地域における活動などを通じて市民全員で本計画における目指すべき姿を実現していくということを以下のように表しています。そして目指すべき姿となるために実現すべき社会があり、その実現すべき社会に向けた施策の方向性を定めて施策・事業を展開していくという関連性を表しており、施策・事業を円滑に実施することで目指すべき姿や実現すべき社会となるため、下にいくほど大きくなり上段を支える形となっています。

【SDGｓの考え方について】
・この計画の根本にSDGsの考え方があります。
・実現すべき社会や施策の方向性、施策・事業は各ゴールと関係があるため、周りに各ゴールを配置しています。
・さらに本計画の実現のためにはその土台として地域とのつながりや事業所間の横のつながりなどが必要となるため、土台に目標17「パートナーシップで目標を達成しよう」を置いたものとなっています。





（本計画における施策の全体像を示した図があります）















２　目指すべき姿

障害のあるなしに関わらず、全ての人が基本的人権を享有する個人としてその尊厳が重んぜられ、その尊厳にふさわしい生活を保障される権利を有しています。そのため、市では、障害のあるなしによって分け隔てられることなく、相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する地域「ともに生きるまち 日野」の実現を目指すべき姿として定めます。

『ともに生きるまち　日野』
～一人ひとりがかけがえのない存在として認め合いながら安心して暮らせる地域の実現～

３　実現すべき社会

本計画を策定するにあたり、アンケート結果等に基づく現状分析を踏まえ、目指すべき姿を実現するために、次の２つの「実現すべき社会」を設定します。

障害に対する理解を深め尊重しあう社会
　地域で暮らす誰もが互いに尊重し認め合える環境を整えます

誰もが安心して自分らしく暮らせる社会
　誰もが自らの生活のあり方を選択し、行動ができ、安心感と自己肯定感を持って暮らすことのできる「共生社会」の実現を目指します。





４　施策の方向性

本計画における実現すべき社会に向けた施策の方向性とそれに関連する施策の組合せを以下のとおりとします。
計画期間内において、特に重点的に取り組む施策を「重点施策」として施策体系上に位置づけています。

施策の方向性	施策
1.差別の解消と権利擁護の推進を行う
　	施策１　障害を理由とする差別の解消の推進　［重点施策］
	施策２　虐待の防止
	施策３　権利擁護制度の周知と利用促進
2.地域での様々な活動を通して障害理解を深める
	施策１　スポーツ活動の振興
	施策２　文化活動や遊びの場の拡充を通じ一緒に活動できる機会を増やす
3.情報保障を推進する
	施策１　情報アクセシビリティの向上に向けて検討して取組む　［重点施策］
	施策２　意思疎通支援の推進
4.福祉と教育が一体となり子どもの成長を支援する
　	施策1　発達の遅れや偏りのある子どもへの早期支援
	施策２　障害のある子どもの青年期へ向けた支援
	施策３　インクルーシブ教育の推進　［重点施策］
5.関係機関のつながりを強化し切れ目のない支援を充実する　
施策１　関係機関のネットワークによる個別支援の推進
	施策２　相談支援の充実　［重点施策］
6.福祉人材を育成し、定着を支援する
施策１　福祉人材の確保と定着、育成　［重点施策］
7.地域生活への移行を支援する
施策１　地域生活移行等への支援　［重点施策］
8.安心して暮らせるまちづくりを推進する
　　	施策１　外出しやすいまちづくり
	施策２　多様な「住まいの場」の充実
	施策３　医療的ケア児等への支援体制を整える　［重点施策］
	施策４　生活に必要なサービス・支援体制の充実
9.災害に備える体制を構築する
施策１　災害時の体制づくり　
10.障害のある方を支える家族を支援する
　　	施策１　介護をしている家族が自分らしい生活を送るための支援
	施策２　家族が働き続けられる環境づくり
	施策３　障害のある方の子育てを支援する
11.仕事を通して地域貢献できる仕組をつくる
　	施策１　地域の支え手としていきいきと活躍できる場づくり
	施策2　一人ひとりの「しごと」と「くらし」を一体的に支える
第４章　施策の方向性と展開
方向性１　差別の解消と権利擁護の推進を行う

施策１　障害を理由とする差別の解消の推進　［重点施策］
障害のある方が差別されることなく、障害のない人と等しく、あらゆる活動分野において生き生きと活動し、充実した地域生活や社会生活を送ることができるよう障害者差別解消の取組を推進します。また、個人の権利を円滑に行使することができるよう支援します。

施策に関する取組（事業）
・	日野市障害者差別解消推進条例に基づく障害者差別解消に向けた取組の推進
・	障害者の市政参画支援
・	障害理解促進・啓発事業
・	福祉教育ハートフルプロジェクトの推進

施策２　虐待の防止
障害のある方の尊厳を守り、自立や社会参加の妨げとならないよう虐待の予防と早期発見の取組を行います。また、虐待を身近な問題として捉え、社会全体で見守ることができるよう啓発を行っていきます。

施策に関する取組（事業）
・	虐待防止センターの周知と体制強化
・	児童虐待への対応・防止の啓発
・	日野市子ども家庭支援ネットワーク連絡協議会（要保護児童対策地域協議会）の運営

施策３　権利擁護制度の周知と利用促進
知的障害や精神障害のある方が様々なサービスや支援を受け、住み慣れた地域で安心して日常生活を送ることができるよう、本人の意思決定等を尊重しつつ、権利擁護の体制の充実を図ります。

施策に関する取組（事業）
・	市民後見人の養成と活用
・	成年後見制度利用促進・普及啓発事業



方向性２　地域での様々な活動を通して障害理解を深める

施策１　スポーツ活動の振興
障害者スポーツの普及に努め、障害のある方がスポーツ活動に参加できる機会を拡充します。また、スポーツを通じた交流から障害理解を深められるよう、障害のあるなしに関わらず誰もが一緒に活動できる場の充実を図ります。

施策に関する取組（事業）
・	障害者スポーツ・ニュースポーツ・インクルーシブスポーツの理解・普及・啓発
・	障害者スポーツに関する情報発信
・	障害者施設スポーツ指導
・	ともに楽しむイベントや施設の充実

施策２　文化活動や遊びの場の拡充を通じ一緒に活動できる機会を増やす
障害のある方が、文化活動やイベントに参加できる機会を拡充します。また、市内全域の障害理解を深め、障害のあるなしに関わらず誰もが様々な活動やイベントに参加できる環境をつくり障害のある方と地域住民が交流する機会を増やします。

施策に関する取組（事業）
・	障害者青年・成人学級、少年学級の充実
・	障害者訪問学級
・	市民文化祭開催期間を活用した文化活動への参加支援
・	みんなと一緒の運動会
・	インクルーシブ公園の充実




方向性３　情報保障を推進する

施策１　情報アクセシビリティの向上に向けて検討して取組む　［重点施策］
障害のある方があらゆる分野の活動に参加するため、必要な情報を十分に取得し、利用できるよう情報提供方法の検討や個々の特性に合わせた配慮の実施など情報アクセシビリティの向上に向けた取組を検討、実施していきます。

施策に関する取組（事業）
・	すべての障害のある方が市からの情報を十分に取得できる体制づくり
・	文書の点訳、点字・拡大図書の作成・貸出、対面朗読、本の宅配


施策２　意思疎通支援の推進
障害のある方が円滑に意思表示やコミュニケーションを行うことができるよう、意思疎通支援の推進を図ります

施策に関する取組（事業）
・	意思疎通支援者（手話通訳者・音訳者）の育成・派遣及び手話通訳者の本庁舎設置
・	手話ができる職員の養成




方向性４　福祉と教育が一体となり子どもの成長を支援する

施策１　発達の遅れや偏りのある子どもへの早期支援
発達の遅れや偏りのある子どもの早期発見と、乳幼児期に通う保育園や幼稚園の保育現場において、適切に対応ができるよう支援を行います。また、保護者からの相談体制の拡充に努めます。

施策に関する取組（事業）
・	児童発達支援センター機能の充実
・	早期からの継続した相談・支援体制の構築

施策２　障害のある子どもの青年期へ向けた支援
障害のある子どもの学齢期から青年期に必要な生活能力などの向上に向け、福祉サービスなどの支援を行います。また、障害のある子どもの学齢期における適切な発達支援と教育支援を行い、小学校、中学校、高等学校等へのステージの切替わりに際して切れ目のない支援を行います。

施策に関する取組（事業）
・	サービスの提供体制及びサービス量の確保
・	専門指導事業
・	個別の支援計画（かしのきシート）活用支援
・	発達・教育支援センター機能の充実

施策３　インクルーシブ教育の推進［重点施策］
　　　障害のあるなしに関わらずお互いを理解しあうことができるよう、ともに学ぶ場の拡充に向けた配慮や支援の検討を進めるとともに、一人ひとりにあった教育を提供できる多様で柔軟な体制づくりを進めていきます。また、障害のある児童・生徒の教育的ニーズに的確に応えることができる学びの環境の整備する上で、学校をはじめとする関係機関への必要な支援を検討、実施します。

施策に関する取組（事業）
・	保育園・幼稚園・学童クラブ・放課後子ども教室（ひのっち）の受入体制の充実
・	副籍制度・交流・共同学習の推進
・	福祉教育ハートフルプロジェクトの推進(再掲)
・	学校施設のバリアフリー化に関する整備計画の検討
・	教育活動の場における障害のある子どもへの合理的配慮と個別支援
・	インクルーシブ教育推進に向けて就学先の選択肢を増やすことの検討




方向性５　関係機関のつながりを強化し切れ目のない支援を充実する

施策１　関係機関のネットワークによる個別支援の推進　
人生の流れの中において学校への入学や教育分野から離れる時期、また介護保険への移行など様々な節目があります。一人ひとりのこれまでの学びや育ちの状況、就労状況、生活の状況等を踏まえて、障害のある方が必要とするサービスの充足、自分らしい生き方、社会参加、文化活動等を具体化できるよう、様々な分野の関係機関や事業所間の横のつながりを強化し、支援体制を構築します。

施策に関する取組（事業）

・	地域自立支援協議会　相談支援部会の機能強化
・	個別支援体制の構築
・	高次脳機能障害者等への相談等支援


施策２　相談支援の充実　　［重点施策］　
保護者や本人の高齢化、障害の重度化、孤立化等により多くの問題を抱えた家庭が増えています。身近な地域の相談につながり、早期に支援できるよう相談支援機関が障害のある方及びその家族が抱える複合的な課題を把握し、コーディネートできるよう、現状の相談支援事業における課題の解決も含めた相談支援体制の強化を図ります。

施策に関する取組（事業）

・	基幹相談支援センター設置
・	相談支援事業の拡充
・	ピアサポーターの育成と活動の推進
・	地域自立支援協議会相談支援部会の機能強化(再掲)






方向性６　福祉人材を育成し、定着を支援する

施策１　福祉人材の確保と定着、育成　［重点施策］　
障害福祉サービス事業所等では、福祉人材の確保、定着が厳しい状況となっています。子どもの頃からの福祉教育や学生・社会人の実習・体験の場の整備を行います。また、人材の定着や質の向上を図るための支援やピアサポートを行う人材の育成等の検討を行い実施します。

施策に関する取組（事業）

・	施設職員のスキルアップ支援
・	福祉・介護人材確保事業・啓発事業
・	奨学金返還支援事業
・	移動支援従事者養成事業を中心とした学生・社会人の実習・体験の充実
・	福祉教育ハートフルプロジェクトの推進(再掲)


方向性７　地域生活への移行を支援する

施策１　地域生活移行等への支援　［重点施策］
地域生活を希望する人や地域社会での生活に困難をきたしてる方、親元からの自立を希望する方などに対し、本人の意思を尊重した地域生活が送れるよう支援するための体制の構築や環境整備、サービスの充実を図ります。あわせて医療機関も含めた多様な関係者との連携体制を強化する取組を検討し進めていきます。

施策に関する取組（事業）

・	地域生活支援拠点の検討
・	精神障害にも対応する地域包括ケアシステムの検討・構築
・	精神障害者デイケア事業
・	ピアサポーターの育成と活動の推進(再掲)
・	障害福祉サービス事業等の確保
・	障害児通所支援事業等の確保
・	精神障害者緊急在宅サポート事業





方向性８　安心して暮らせるまちづくりを推進する

施策１　外出しやすいまちづくり
障害のあるなしに関わらず、誰もが自らの意思で自由に行動し、あらゆる活動に参加し、人生を楽しみながら生きることができるよう、ハード・ソフト・ハートが連携する仕掛けを充実し、生活環境の改善を進めます。

施策に関する取組（事業）

・	ユニバーサルデザインまちづくりの推進
・	外出支援等サービスの充実
・	障害理解促進・啓発事業(再掲)

施策２　多様な「住まいの場」の充実
住み慣れた地域で安心して自分らしく生活ができるよう、グループホームの質の向上に向け状況に応じて適切な取組を実施できるよう検討します。保証人がいない等の理由で賃貸住宅等への入居が困難な障害のある方等に対し、入居に必要な調整等を支援する仕組みについて検討します。

施策に関する取組（事業）

・	住宅相談事業・居住サポート事業の検討
・	居住支援協議会による住宅確保要配慮者への支援
・	市内グループホームの質の向上
・	障害理解促進・啓発事業(再掲)

施策３　医療的ケア児等への支援体制を整える　［重点施策］
医療技術の進歩を背景として、医療的ケアの必要な障害のある子どもが増えています。身近な地域で、医療機関、療育・子育て支援機関、教育機関等多種多様な機関と連携し、医療的ケア児等とそのご家族が安心して生活ができる環境づくりに向けた包括的な支援体制を構築していきます。

施策に関する取組（事業）

・	医療的ケア児等支援
・	施設職員等の医療的ケアの向上のための取組支援
・	障害者医療的相談
・	医療的ケア児等の入園・入学支援




施策４　生活に必要なサービス・支援体制の充実
障害のある方が障害のない方と等しく自分らしい日常生活・社会生活を送ることができるよう相談・支援体制の構築及び様々なサービスや制度、事業の充実を図ります。
施策に関する取組（事業）

・	地域生活に必要な支援の実施
・	障害福祉サービス事業等の確保(再掲)
・	障害児通所支援事業等の確保(再掲)
・	相談支援事業の拡充
・	障害者（児）福祉ガイドブックの作成

方向性９　災害に備える体制を構築する

施策１　災害時の体制づくり　
台風や豪雨による水害や土砂災害及び地震等の自然災害について、障害のある方を含めた協議により対策の検討を行い、災害が起きた際に速やかに対応できる体制を構築します。

施策に関する取組（事業）

・	関係機関との連携強化
・	福祉避難所の適正な運営
・	避難行動要支援者支援体制の拡充
・	在宅人工呼吸器使用者災害時支援
・	指定避難所の受入体制の充実


















方向性10　障害のある方を支える家族を支援する

施策１　介護をしている家族が自分らしい生活を送るための支援
障害のある方の介護は、家族が行っています。障害のある方の家族も仕事や学校、余暇活動等自分らしい生活ができるよう支援する仕組みを充実します。

施策に関する取組（事業）

・	家族の一時的な負担の軽減及び緊急時の支援
・	ヤングケアラー支援事業

施策２　家族が働き続けられる環境づくり　
現状で、病気や障害のある子どもの親の就労には様々な壁があります。障害のある子どもを育てながらも働き続けることができるよう、家族の負担軽減のための事業の実施や移動支援等のサービス提供体制の確保に向けた取組を実施していきます。

施策に関する取組（事業）

・	重症心身障害者（児）レスパイト事業
・	障害福祉サービス事業等の確保(再掲)
・	障害児通所支援事業等の確保(再掲)

施策３　障害のある方の子育てを支援する　
親自身に障害がある場合、出産や子育てに際し、早期から関係機関が連携した支援体制による支援を行います。

施策に関する取組（事業）

・	個別相談の充実
・	サービス利用に向けた相談支援の充実
・	身体・知的障害者相談員体制、ピアサポート体制の充実




方向性11　仕事を通じて地域貢献できる仕組みをつくる

施策１　地域の支え手としていきいきと活躍できる場づくり　
障害のある人も地域コミュニティで自らの役割をもち、さらに地域企業における障害理解を深めることで、社会貢献ができる場を拡充していきます。合わせて、商品開発や生産、販売を通じて障害のある方の工賃の向上を図ります。

施策に関する取組（事業）

・	地域貢献の場の拡充
・	障害者優先調達の周知・推進

施策２　一人ひとりの「しごと」と「くらし」を一体的に支える
障害のある方は、それぞれの障害特性と関わりながら暮らしています。生活の安定を図りつつ就労が継続できるよう支援体制の充実を図ります。また、一般企業等へ就労を希望する障害のある方には、自分が望む仕事へ就けるよう多様な就労体験などができる場の拡充を行い、さらに関係機関のネットワークを整えることで就労支援を行います。併せて地域における障害者雇用を推進するためにも、庁内においても障害のある方が活躍する場の拡充に向けた取組を検討していきます。

施策に関する取組（事業）
・	障害のある方の就労のための支援
・	地域自立支援協議会 就労支援部会の運営





数値目標

計画の達成度を測るため、各施策の方向性ごとに、以下の成果指標を設定します。
方向性１	障害者差別解消法の認知度について
一般市民が［不当な差別的取扱い禁止］について知っている割合	令和５年度現況値　16.9％　令和11年度目標値　30％	出典　市民意識調査
方向性２	障害者スポーツ体験体験教室参加者数	　令和５年度現況値　403人　令和11年度目標値　600人	出典　文化スポーツ課調べ
方向性３	情報アクセシビリティの向上について
点字版広報・朗読版広報発行回数	　令和５年度現況値　12回/年	令和11年度目標値　12回/年
出典　障害福祉課調べ
方向性４	福祉教育ハートフルプロジェクトのパートナー校数	令和５年度現況値　５校
令和11年度目標値　17校	出典　障害福祉課調べ
方向性5	基幹相談支援センターの整備	令和５年度現況値　未整備	令和11年度目標値　整備
出典　障害福祉課調べ
方向性6	移動支援従事者養成研修修了者数　　　令和５年度現況値	5人	令和11年度目標値　6人
出典　障害福祉課調べ
方向性7	地域生活支援拠点の整備	　令和５年度現況値　未整備	令和11年度目標値　整備
出典　障害福祉課調べ
方向性8	医療的ケア児等コーディネーターの配置	令和５年度現況値　未配置　令和11年度目標値　配置出典　障害福祉課調べ
方向性9	災害時に備える体制について
災害時の避難する場所を知っている人の割合	令和５年度現況値　66.9％　令和11年度目標値　80％出典　市民意識調査
方向性10	重症心身障害児（者）レスパイト事業の利用登録者数	令和５年度現況値　2名	
令和11年度目標値　８名	出典　障害福祉課調べ
方向性11	障害者生活・就労支援事業の充実について
生活・就労支援事業「くらしごと」生活・相談件数　　　令和５年度現況値　11,423件
令和11年度目標値　12,000件	　出典　障害福祉課調べ
 






施策と事業一覧
方向性１　差別の解消と権利擁護の推進を行う
施策1　障害を理由とする差別の解消の推進
○…新規　　●…継続事業
〇日野市障害者差別解消推進条例に基づく障害者差別解消に向けた取組の推進
・日野市障害者差別解消推進条例に基づき設置されている障害者差別解消支援地域協議会を適正に運営する
・障害者差別解消に関する取組や市内における条例等の認知度向上に向けた取組について議論を行う
事業2　
●障害者の市政参画支援
・市が策定する計画等、市政に関する検討に参画できるよう、意思疎通支援、資料の提供、環境の整備等を適切に行う
[bookmark: _Hlk152875470]・障害のある方が選挙しやすい環境づくりについて検討・実施する
事業3　
●障害理解促進・啓発事業
・障害のある方が障害のない方と等しく日常生活及び社会生活を送ることができるよう、市民及び事業者の障害理解を深める啓発や講演会を実施する
・年間を通じて地域に働きかけを続けることで、共生社会の実現を目指す
・日野市ユニバーサルデザイン推進条例に基づき、毎年度、ユニバーサルデザイン推進功労者表彰の募集・表彰を行う
・市職員を対象とした「心のバリアフリー職員研修」を実施する
事業4　
○福祉教育ハートフル　プロジェクトの推進
・一人ひとりの”多様性”や”違い”を大事にする子どもの育ちを促すため、障害当事者や学校、教育委員会と連携して作成した福祉教育の教材を活用して実施する福祉教育ハートフルプロジェクトを推進する
・子どもたちの障害理解を促進することで地域全体へ波及させ、将来的な福祉人材の育成にも寄与するよう事業を展開する
施策2　虐待の防止
事業5　
●虐待防止センターの周知と体制強化
・障害福祉課が担っている虐待防止センターの相談窓口の周知を行う
・虐待防止センターの相談員の研修や被害者を安全に避難・保護できる仕組の充実に向けて、検討し、整備を行う
事業6　
●児童虐待への対応
・防止の啓発
・虐待を受けていると思われる児童を発見した場合等の連絡先として、子ども家庭支援センターがあり、連絡や相談があった場合には、関係機関と連携し対応する
・虐待に関する相談の専用電話を設置する
・児童虐待防止推進月間（11月）に虐待防止に向けた啓発を行う

○…新規　　●…継続事業
事業7　
●日野市子ども家庭支援ネットワーク連絡協議会（要保護児童対策地域協議会）の運営
・子どもとその家庭への支援を総合的に進めるために設置されたネットワークで、子どもの虐待防止に関する情報交換、関係各課の連携や協力の推進等を行う

施策3　権利擁護制度の周知と利用促進
事業8　
●市民後見人の養成と活用
・成年後見制度の利用の促進に向けて、成年後見人等となる人材を十分に確保するため、市民の中から成年後見人等の候補者を育成し、活用を図る
事業9　
●成年後見制度利用促進・普及啓発事業
・精神障害、若しくは知的障害のある人が成年後見制度を利用することが有用である場合に、補助を受けなければ後見制度の利用が困難な方に対して、後見人への報酬の一部を助成する
・精神障害、若しくは知的障害のある人が安心して地域生活を継続できるよう成年後見制度について関係各課及び関係機関等と連携し普及していく

方向性２　地域での様々な活動を通して障害理解を深める
○…新規　　●…継続事業
施策1　スポーツ活動の振興
事業10
●障害者スポーツ・ニュースポーツ・インクルーシブスポーツの理解・普及・啓発
・障害のあるなしに関わらず誰もが安心してスポーツを実施できる体制を整えるため、障害者スポーツ・ニュースポーツ・インクルーシブスポーツへの理解と普及が図れるよう、体験教室やイベントを実施する
【障害者スポーツ】
障害があってもスポーツ活動ができるよう、障害に応じて競技の規則や実施方法を変更したり、用具などを用いて障害を補ったりする工夫・適合・開発がされたスポーツ
【ニュースポーツ】
技術やルールが比較的簡単で、「だれでも」「どこでも」「いつでも」容易に楽しめることを目的として、新しく考案されたり紹介されたスポーツ
【インクルーシブスポーツ】
年齢・性別・障害のあるなしにかかわらず、誰もが楽しめるスポーツ
事業11
○障害者スポーツに関する情報発信
・障害のある方がスポーツを通じて豊かな地域生活を営むことができるよう障害者スポーツを紹介する
・パラスポーツ、デフスポーツ、パラリンピックなど、障害者スポーツの大会を積極的に情報発信し、障害のあるなしに関わらず誰もが障害者スポーツを観る機会を創出する


○…新規　　●…継続事業
事業12　
●障害者施設スポーツ指導
・スポーツ推進委員等が障害者施設を訪問し、ニュースポーツを中心にスポーツを楽しむことを趣旨とした指導を行い、障害の程度等に応じたスポーツを提供する
事業13　
○ともに楽しむイベントや施設の充実
【情報発信・周知啓発】
・地域のイベントなど障害のある方もない方もともに参加や活動ができる場の拡充に向け、ソフト・ハードの両面においてバリアフリー化を進めるための情報発信、周知啓発を行う
【障害のある方も使いやすいスポーツ施設の充実】
・リニューアル後の南平体育館をモデルとし、誰もが利用しやすい施設を目指し、各施設のバリアフリー化やサービス向上に向けて検討を進める
・改修時には障害者団体等の意見を積極的に取り入れていく
施策2　文化活動や遊びの場の拡充を通じ一緒に活動できる機会を増やす
事業14
●障害者青年・成人学級、少年学級の充実
・障害のある方とない方がともに仲間として相互に理解を深め交流し、学び合う
・障害者とボランティアではなく「ともに学級生」として学級の企画・運営を行う
・少年学級では、地域の子ども達やボランティアと一緒に楽しく遊び、学ぶ
事業15
●障害者訪問学級
・一人で外出することが困難で義務教育終了後進学できなかった学習意欲のある障害のある方や長期病気等の方を対象に、生涯学習の一環として家庭に講師を派遣し学習機会を提供する
事業16
○市民文化祭開催期間を活用した文化活動への参加支援
・市民文化祭開催期間を通し、障害理解を図る
・関係部署・関係団体等と協力し、市民文化祭の周知や参加支援を行い、障害のある方の文化活動への参加の機会を拡充する
事業17
●みんなと一緒の運動会
・「みんなの遊・友ランド」では、障害のある子もない子も一緒に遊び、笑顔で声かけできるようなふれあいの場をつくることを目的とし、遊びを通じて障害への理解を深める
事業18
○インクルーシブ公園の充実
・ユニバーサルデザインまちづくり推進計画に基づき、高齢者や障害者が安全で快適に利用できるように、移動しやすい園路の確保や、分かりやすい案内・誘導施設の整備、バリアフリートイレの整備など、バリアフリー整備を推進する
・障害のあるなしに関係なく、誰もが遊べる公園づくりに向けて、インクルーシブ遊具のある公園整備の検討を進める


方向性3　情報保障を推進する
○…新規　　●…継続事業
施策1　情報アクセシビリティの向上に向けて検討して取組む
事業19
○すべての障害のある方が市からの情報を十分に取得できる体制づくり
【個々の障害状況に合わせた情報提供のあり方を検討して取組む】
・市が提供する情報について各個人がその特性に合わせて適切な方法で情報を取得できるよう情報提供について検討する
・現在実施している取組も継続しながら、さらにICT機器の発展等も踏まえつつ情報アクセシビリティの向上を推進し、庁内に広めていく
【市ホームページ基盤整備】
・誰もがわかりやすいホームページの基盤整備の充実を図るとともに、各課が適切なホームページを構築できるよう研修や庁内掲示板での周知などを行う
【点字・音声による広報・議会だよりの発行】
・視覚障害のある方が市広報誌等の情報を得られるよう点字、音声による広報等を発行・送付する
事業20
●文書の点訳、点字・拡大図書の作成・貸出、対面朗読、本の宅配
・図書館資料をそのまま利用することが困難な方に対して、録音図書、点訳図書、大活字図書、さわれる絵本等を貸し出す
・図書館登録の音訳者等が対面朗読する
・図書館に出向くことが難しい方には、本の宅配・郵送サービスも行う
施策2　意思疎通支援の推進
事業21
●意思疎通支援者（手話通訳者・音訳者）の育成・派遣及び手話通訳者の本庁舎設置
・聴覚障害のある方等の意思疎通支援のため、手話通訳者又は要約筆記者を派遣する
・市役所本庁舎及び市民会館における事務・事業の意思疎通を図るため本庁舎に手話通訳者を設置する
・聴覚障害のある方等の意思疎通支援を行う手話通訳者の育成を継続する
・手話通訳者及び音訳者の資質と技術の向上に向けた研修を継続して実施する
事業22
●手話ができる職員の育成
・市役所に来庁する聴覚障害のある方が気持ちよく手続き等ができるよう、挨拶や簡単な案内等を手話でできる職員の育成を行う










方向性４　福祉と教育が一体となり子どもの成長を支援する
○…新規　　●…継続事業
施策1　発達の遅れや偏りのある子どもへの早期支援
事業23
●児童発達支援センター機能の充実
・子どもの障害の重度化・重複化や多様化に対応する専門的機能を強化し、地域における中核的な支援施設として障害児通所支援等を実施する事業所と緊密な連携をとり、児童発達支援センター機能の充実を図る
事業24
○早期からの継続した相談・支援体制の構築
・「障害等の早期発見」や「保護者からの相談体制」を構築し、適切な支援を実施する
【乳幼児健康診査体制の充実】
・医師、保健師、栄養士、歯科衛生士など専門スタッフによる乳幼児健診（3-4か月児・産婦健康診査、6-7か月児健康診査、9-10か月児健康診査、1歳6か月児健康診査、3歳児健康診査等）を継続して実施する
【巡回相談事業・保育所等訪問支援事業の充実】
・子育て支援機関（公立民間保育園及び認証保育所、公立私立幼稚園、学童クラブ）において、発達の遅れや社会集団行動が気になる子どもに対し、臨床心理士等が保育士、教諭、関係職員へ助言・指導し、またその保護者へ必要な相談支援を行う
・保育所等訪問支援事業は、児童福祉法に基づくサービスで、保護者の依頼により、障害のある子どもが、教育の現場や子育ての現場等での集団生活に適応できるよう専門的な支援等を行う事業
・保護者及び受入先である子育て現場等への理解啓発を継続して行う
・障害のある方及び子どもが地域生活を継続できるよう、福祉に関する様々な問題について、相談に応じ必要な情報提供及び助言、福祉サービスの利用支援等を行う
・自立支援協議会等の検討を経て必要な相談支援事業の充実を図る
・障害種別ごとに専門の相談支援事業所と連携し、適切な支援につなげる

施策2　障害のある子どもの青年期へ向けた支援
事業25
○サービスの提供体制及びサービス量の確保
・サービスの提供体制及びサービス量を確保し実施する
・障害児通所支援事業所の設立に向けた協議調整の際には、日野市の計画やニーズを伝え、不足するサービスの充実に向け働きかけを行う
・卒業後に本人やご家族の希望に沿った適切な進路を選択できるようサービスの提供体制及びサービス量を確保する
事業26
●専門指導事業
・発達に障害のある子どもに対し臨床心理士による相談支援体制に加え、医師との連携による言語指導・身体活動指導を実施する
・対人関係やコミュニケーション、集団行動などにおける「つまづき」を抱える中学・高校生へのスキルトレーニング等も実施する


○…新規　　●…継続事業
事業27
●個別の支援計画（かしのきシート）活用支援
・エール（日野市発達・教育支援センター）を中心に、福祉と教育が一体となって、幼児期から学校卒業後まで子どもの支援情報を切れ目なくつなぐ「かしのきシート」を活用した切れ目のない相談・支援体制を（市全体で構築する）維持・継続する
・学校卒業後も「かしのきシート」が活用されるように支援を行う
事業28
●発達・教育支援センター機能の充実
・エール（日野市発達・教育支援センター）では、０歳から18歳までの、発達面、行動面、学校生活面において支援を必要とする子ども、子どもの育ちに不安のある保護者等に対し、保健師や臨床心理士、特別支援教育総合コーディネーターや就学相談員、言語聴覚士や作業療法士、スクールソーシャルワーカー等の専門職により、福祉分野と教育分野が一体となって切れ目のない、総合的な相談、支援事業を行う

施策３　インクルーシブ教育の推進
事業29
○保育園・幼稚園・学童クラブ・放課後子ども教室（ひのっち）の受入体制の充実
【学童クラブの受入体制の充実】
・保護者が就労等により昼間家庭にいない児童を対象に、適切な遊びと生活の場を提供し、児童の健全な育成を図ることを目的とする学童クラブにおいて、特別に支援が必要な児童は6年生まで受入れを実施する
【保育園・幼稚園及び学童クラブの受入体制の充実】
・保育園・幼稚園及び学童クラブにおいて、障害のあるなしにかかわらず、ともに育ち、ともに学ぶことにより、互いの理解を深める
【放課後子ども教室の受入体制の充実】
・小学校施設を活用し、地域の方々の協力を得て小学生が楽しく放課後を過ごせる自由参加の居場所を作る
【医療的ケア児及びその家族への支援】
・医療的ケア児の保育園入園における配慮及びガイドラインを策定する
【医療的ケア児への対応】
・学校が安全・安心に医療的ケア児の受入れができるように、教育、医療、保健、福祉などの関係機関が協力してガイドラインを作成する
・保護者の理解と協力の下、就学前の在籍園と就学後の学校との間で医療的ケア児に関する情報共有が確実、且つ円滑にできるような体制を整備する
事業30
・副籍制度・交流・共同学習の推進
・子どもがともに学び、育つことができる共生社会を実現するため、子どもに共生社会の理解・啓発を進め、交流及び共同学習の推進、副籍制度の推進、特別支援学校との連携等を行う


○…新規　　●…継続事業
事業31
○福祉教育ハートフルプロジェクトの推進(再掲)
・一人ひとりの”多様性”や”違い”を大事にする子どもの育ちを促すため、障害当事者や学校、教育委員会と連携して作成した福祉教育の教材を活用して実施する福祉教育ハートフルプロジェクトを推進する
・子どもたちの障害理解を促進することで地域全体へ波及させ、将来的な福祉人材の育成にも寄与するよう事業を展開していく
事業32
○学校施設のバリアフリー化に関する整備計画の検討
・文部科学省より示された「公立小中学校等施設のバリアフリー化に関する整備目標（令和２年１２月）」、「新しい時代の学びを実現する学校施設のあり方（令和４年３月）」を受け、教育委員会では、令和４年より「新たな学校づくり・社会教育施設づくり推進計画」の策定に向け、事業を実施している
・令和4年度に実施した全ての学校施設におけるバリアフリーの現状の調査を基に令和５年度から６年度には、市民参画による会議等において、検討を重ね、学校施設のバリアフリー化に関する整備計画を検討していく
事業33
○教育活動の場における障害のある子どもへの合理的配慮と個別支援
・第6次日野市特別支援教育推進計画に挙げた重点施策を中心に、事業を実施する
・一人ひとりの子どもに合った多様な学びと学び方を視野に入れながら、通常学級における特別支援教育のスタンダード（ひのスタンダード）を実践する
・特性への理解や合理的配慮への対応などについて、学校における意識啓発を図る
・児童・生徒及び保護者、関係者、広く市民に向けて、共生社会の理解・啓発を推進する講演会などを実施する
・デジタル教科書やデジタル教材をはじめとするデジタルツールの活用を推進し、「個別最適な学び」と「協働的な学び」の一体化を図る
事業34
○インクルーシブ教育推進に向けて就学先の選択肢を増やすことの検討
・一人ひとりの子どもに合った多様な学びと学び方を視野に入れながら、通常学級における特別支援教育のスタンダード（ひのスタンダード）を実践する
・ニーズに応じて特別支援学級の設置について継続して検証していく
・通常学級における特別な配慮を必要とする児童・生徒に対し、学級支援員の適正配置を行っていく





方向性５　関係機関のつながりを強化し切れ目のない支援を充実する
○…新規　　●…継続事業
施策1　関係機関のネットワークによる個別支援の推進
事業35
●地域自立支援協議会 相談支援部会の機能強化
・相談機関等により構成される、地域自立支援協議会（障害者総合支援法に基づき設置）の相談支援部会において、職員のスキルアップにつながる活動を実施していく
・構成・役割の見直しを行うことで相談支援部会の機能を強化し、関係者間のネットワーク体制を構築する
事業36
○個別支援体制の構築
【個別の支援計画（かしのきシート）活用支援】
・エール（日野市発達・教育支援センター）を中心に、福祉と教育が一体となって、幼児期から学校卒業後まで子どもの支援情報を切れ目なくつなぐ「かしのきシート」を活用した切れ目のない相談・支援体制を維持・継続する
・学校卒業後も「かしのきシート」が活用されるように支援を行う
・障害のある方及びその家族などの抱える困りごとが複合的になっている現状を踏まえた上で、市内の相談支援体制の整備状況やニーズを勘案し、個別の相談支援の充実や必要な相談支援体制の確保及び関係機関との連携の強化、支援のネットワークの構築について、検討して取組む
事業37
○高次脳機能障害者等への相談等支援
・高次脳機能障害等で意思疎通に困難がある方や児童が、地域での自立生活、社会生活を営む上で必要な相談等支援全般、支援に関わる関係機関との連携、高次脳機能障害等の障害特性に対する理解促進に向けた取組を実施する
施策2　相談支援の充実
事業38
●基幹相談支援センターの設置
・市内の各相談支援機関が障害のある人の困りごとに対し、相談支援を行うために必要な相談支援の中核機関として、基幹相談支援センターの設置に向けた検討を進める
・検討を進めていく中で基幹相談支援センターに限らず強化が必要となる相談支援体制の構築に資するため、専門員の増員等支援体制強化に向けた人材育成等について検討を進めていく
事業39
●専門指導事業
・障害のある方及びその家族などの抱える困りごとが複合的になっている現状を踏まえた上で、市内の相談支援体制の整備状況やニーズを勘案し、個別の相談支援の充実や必要な相談支援体制の確保及び関係機関との連携の強化、支援のネットワークの構築について、検討して取り組む



○…新規　　●…継続事業
事業40
○ピアサポーターの育成と活動の推進
・ピアサポートを行う人材の育成方法の検討
・ピアサポートを行う人材の育成の推進
・ピアサポーターの役割等の周知
・ピアサポーターの活動の推進に向けた検討
事業41
●地域自立支援協議会 相談支援部会の機能強化(再掲)
・相談機関等により構成される、地域自立支援協議会（障害者総合支援法に基づき設置）の相談支援部会において、職員のスキルアップにつながる活動を実施していく
・構成・役割の見直しを行うことで相談支援部会の機能を強化し、関係者間のネットワーク体制を構築する

方向性６　福祉人材を育成し、定着を支援する
○…新規　　●…継続事業
施策1　福祉人材の確保と定着、育成
事業42
●施設職員のスキルアップ支援
・障害福祉サービス事業などを行っている事業所が事業所職員に対しスキルアップのための研修、資格取得のための支援ができるよう検討し実施する
事業43
●福祉・介護人材確保事業・啓発事業
・福祉人材の確保に向け、各種事業に取組む
・国や都に対し福祉人材の育成を要望していく
・市としても福祉人材の確保に向けて関係機関と連携し取組む
事業44
○奨学金返還支援事業
・福祉人材の確保に向け、奨学金返還支援事業を実施する
事業45
●移動支援従事者養成事業を中心とした学生
・社会人の実習・体験の充実
・主に学生を対象とした移動支援従事者養成研修を行うことにより、不足している若手福祉人材を増やす
・その後の就職支援等を通じて、将来的に市内の障害福祉事業所に定着して活躍する人材の養成をしていく
事業46
○福祉教育ハートフルプロジェクトの推進(再掲)
・一人ひとりの”多様性”や”違い”を大事にする子どもの育ちを促すため、障害当事者や学校、教育委員会と連携して作成した福祉教育の教材を活用して実施する福祉教育ハートフルプロジェクトを推進する
・子どもたちの障害理解を促進することで地域全体へ波及させ、将来的な福祉人材の育成にも寄与するよう事業を展開していく


方向性７　地域生活への移行を支援する
○…新規　　●…継続事業
施策1　地域生活移行等への支援
事業47
●地域生活支援拠点の整備
・施設や病院等から地域生活への移行や親元からの自立を希望する障害のある方に対する相談と一人暮らしやグループホーム等の入居体験の機会の提供、緊急時の受入体制の確保等に資する地域生活拠点の整備に向けた検討を進める
事業48
●精神障害者にも対応する地域包括ケアシステムの検討
・構築
・地域の保健、医療、介護等福祉関係者、ピアサポーター、地域の支援者等による協議を積み重ね、重層的な支援を必要とする精神障害等に対応することができる地域包括ケアシステムの構築を行う
・地域社会での生活に困難をきたしている方や施設や病院等からの地域生活への移行、親元からの自立を希望する方などの地域移行や地域定着に向けた支援体制の整備や環境づくり等の調整を行う
事業49
●精神障害者デイケア事業
・通いやすい場所で、グループワーカー、保健師、ケースワーカーのコーディネートによる、話合い、創作活動、スポーツ、調理実習、レクリエーション等を通して、集団生活指導を実施し、社会参加、社会復帰等の支援を行う
事業50
○ピアサポーターの育成と活動の推進(再掲)
・ピアサポートを行う人材の育成方法の検討
・ピアサポートを行う人材の育成の推進
・ピアサポーターの役割等の周知
・ピアサポーターの活動の推進に向けた検討
事業51
●障害福祉サービス事業等の確保
・サービスの提供体制及びサービス量を確保し実施する
・障害福祉サービス事業所の設立に向けた協議調整の際には、日野市の計画やニーズを伝え、不足するサービスの充実に向け働きかけを行う
事業52
●障害児通所支援事業等の確保
・サービスの提供体制及びサービス量を確保し実施する
・障害児通所支援事業所の設立に向けた協議調整の際には、日野市の計画やニーズを伝え、不足するサービスの充実に向け働きかけを行う
事業53
○精神障害者緊急在宅サポート事業
・退院直後などに、地域での自立生活を支援する




方向性８　安心して暮らせるまちづくりを推進する
○…新規　　●…継続事業
施策1　外出しやすいまちづくり
事業54
○ユニバーサルデザインまちづくりの推進
【ユニバーサルデザインまちづくり推進計画の推進】
・市民の誰もが自らの意思で自由に行動し、あらゆる活動に参加し、人生を楽しみながら希望をもって生きられる社会を築くことを目的として制定された、日野市ユニバーサルデザイン推進条例に基づくユニバーサルデザインまちづくり推進計画を推進し、ハード、ソフト、ハートが連携する仕掛けを充実する
【放置自転車対策の推進】
・ユニバーサルデザインまちづくり推進計画に基づき放置自転車対策を推進する
・歩行者、特に障害のある方や高齢者にとって安全な歩行の妨げとなる違法駐輪・放置自転車解消に関する広報・啓発活動を充実する
【車いす用路外駐車場の充実】
・日野市ユニバーサルデザイン推進条例に基づき、一定規模以上の駐車施設の新設又は改修時には車椅子使用者用駐車施設の設置を義務付けている
事業55
●外出支援等サービスの充実
・障害のある方の外出を支援する地域生活支援事業の移動支援事業について、事業者の確保に努めるとともに事業内容の見直し等を行う
事業56
●障害理解促進・啓発事業(再掲)
・障害のある方が障害のない方と等しく日常生活及び社会生活を送ることができるよう、市民及び事業者の障害理解を深める啓発や講演会を実施する
・年間を通じて地域に働きかけを続けることで、共生社会の実現を目指す
・日野市ユニバーサルデザイン推進条例に基づき、毎年度、ユニバーサルデザイン推進功労者表彰の募集・表彰を行うほか、市職員を対象とした「心のバリアフリー職員研修」を実施する
施策2　多様な「住まいの場」の充実
事業57
●住宅相談事業・居住サポート事業の検討
・賃貸契約による一般住宅への入居を希望していても、保証人がいない等の理由により入居が困難な障害のある人に対して、入居に必要な調整等に係る支援を行ったり、家主等への相談・助言を行う事業の実施に向けた検討を行う
事業58
●居住支援協議会による住宅確保要配慮者への支援
・民間賃貸住宅の家主、不動産業者の方々が、住宅確保要配慮者の入居を拒まず安心して貸してもらえるよう住宅相談窓口【あんしん住まいる日野】を設置し、課題解決に至らない場合、必要な施策等について居住支援協議会にて協議する


○…新規　　●…継続事業
事業59
○市内グループホームの質の向上
・市内グループホームの質の向上に資するため総量規制や定員の変更等の制限を行う
・受入体制が不足している重度の障害がある方の受入れができる事業所については設置を検討するなど、状況に合わせて最適な取り組みを行えるよう検討を進めていく
・情報収集や研修の実施等、グループホームの質の向上に向けた取組や、グループホーム連絡会等を通じて収集した課題の解決に向けた取組を検討する
【グループホーム事業者連絡会の実施】
・事業者が主体となって事業者連絡会を開催し、グループホーム地域ネットワークを構築し、人材育成の支援やグループホーム相互及び関係機関との連携に向けた取組を行えるよう、役員と協働し連絡会の調整等を行う
事業60
●障害理解促進・啓発事業(再掲)
・障害のある方が障害のない方と等しく日常生活及び社会生活を送ることができるよう、市民及び事業者の障害理解を深める啓発や講演会を実施する
・年間を通じて地域に働きかけを続けることで、共生社会の実現を目指す
・日野市ユニバーサルデザイン推進条例に基づき、毎年度、ユニバーサルデザイン推進功労者表彰の募集・表彰を行う
・市職員を対象とした「心のバリアフリー職員研修」を実施する
施策3　医療的ケア児等への支援体制を整える
事業61
○医療的ケア児等支援
・医療的ケア児等が、心身の状況に応じた保健、医療、障害福祉、保育、教育等の各関連分野の支援を受けられるよう、医療的ケア児等コーディネーターを中心に、保健所、病院、保育所、学校等の関係者が医療的ケア児等支援協議会を通じて連携を図り、各関連分野が共通の理解に基づき協働する総合的な支援体制の構築を目指す
事業62
●施設職員等の医療的ケアの向上のための取組支援
・東京都に対し、医療的ケアの業務を行うことができる人材の養成研修事業の拡充を強く求めていく
・事業所が医療的ケアの提供ができる職員を養成しようとする取組に対する支援について検討し実施する
事業63
●障害者医療的相談
・在宅の重度心身障害者を受入れる通所サービス事業所等の従事者が、安全・安心及び安定した支援を実施するため、身近な地域で医療的ケアや助言等を受けることができる仕組をつくる


○…新規　　●…継続事業
事業64
○医療的ケア児等の入園・入学支援
・医療的ケア児の保育園入園における配慮及びガイドラインを策定する
・学校が安全・安心に医療的ケア児の受入れができるように、教育、医療、保健、福祉などの関係機関が協力してガイドラインを作成する
・保護者の理解と協力の下、就学前の在籍園と就学後の学校との間で医療的ケア児に関する情報共有が確実、かつ円滑にできるような体制を整備する
施策4　生活に必要なサービス・支援体制の充実
事業65
○地域生活に必要な支援の実施
・地域生活に必要な物やスキルの獲得に向けた支援や事業、サービスの提供体制及びサービス量を確保する
・障害のある人が一時的に在宅での介護が困難になったときに一時的に保護する事業を継続して実施
事業66
●障害福祉サービス事業等の確保(再掲)
・サービスの提供体制及びサービス量を確保し実施する
・障害福祉サービス事業所の設立に向けた協議調整の際には、日野市の計画やニーズを伝え、不足するサービスの充実に向け働きかけを行う
事業67
●障害児通所支援事業等の確保(再掲)
・サービスの提供体制及びサービス量を確保し実施する
・障害児通所支援事業所の設立に向けた協議調整の際には、日野市の計画やニーズを伝え、不足するサービスの充実に向け働きかけを行う
事業68
●相談支援事業の拡充(再掲)
・障害のある方及びその家族などの抱える困りごとが複合的になっている現状を踏まえた上で、市内の相談支援体制の整備状況やニーズを勘案し、個別の相談支援の充実や必要な相談支援体制の確保及び関係機関との連携の強化、支援のネットワークの構築について、検討して取組む
事業69
●障害者（児）福祉ガイドブックの作成
・障害のある方が日常生活や社会生活を送るために必要なサービスをわかりやすく案内するガイドブックを作成する

方向性９　災害に備える体制を構築する
○…新規　　●…継続事業
施策1　災害時の体制づくり
事業70
○関係機関との連携強化
・障害のある方等の災害時の避難に関することや防災に関すること等について、市、関係機関及び関係団体等で意見交換を実施する
・あわせて避難行動要支援者名簿の受取団体を増やし、日頃からの支援活動に活用できるように、各自治会向けの説明会を継続して行う

○…新規　　●…継続事業
事業71
●福祉避難所の適正な運営
・災害時に福祉避難所が円滑に開設
・運営できるようにマニュアルの内容を定期的に精査し、必要に応じて変更等を加える
事業72
●避難行動要支援者支援体制の拡充
・災害時に避難を必要とする方に対し、災害時お役立ちガイドを作成、配布をする
・自動音声電話により、視覚障害のある方や避難行動要支援者のうち浸水想定区域・急傾斜地崩壊危険箇所にお住まいの方に、台風接近による注意喚起情報（避難準備）を伝え、避難先、避難方法等の事前確認・確保など早めの避難準備を促す
・災害時に在宅に留まる障害のある方への支援についても検討していく
・発災時に迅速に避難できるよう個別避難計画の策定も推進していく
事業73
●在宅人工呼吸器使用者災害時支援
・南多摩保健所と対象者の状況把握等の情報の共有・連携を図る
事業74
●指定避難所の受入体制の充実
・障害のある方が災害時に指定避難所で過ごすために必要な配慮、思いやりスペースの設置など受入体制を充実する

方向性10　障害のある方を支える家族を支援する
○…新規　　●…継続事業
施策1　介護をしている家族が自分らしい生活を送るための支援
事業75
●家族の一時的な負担の軽減及び緊急時の支援
【重症心身障害児（者)レスパイト事業】
・在宅の重症心身障害児（者）に対し、主治医からの指示書に基づき訪問看護師が自宅に出向き、一定時間介護者が行う医療的ケア等を代替えすることにより、家族の休養等を図る
【日中一時支援事業】
・障害のある方の日中の活動の場を確保し、日常的に介護している家族の一時的な休息を図る
【一時保護事業】
・知的障害のある方及び医学的管理下において保護する必要のある在宅の心身障害者(児）を介護している方が一時的に介護困難な状態になった場合、当該障害のある方（児）を一時的に保護できる体制を整える


○…新規　　●…継続事業
事業76
○ヤングケアラー支援事業
・家族のケアを担うヤングケアラー支援のための取組を実施する
①「ヤングケアラー支援のための基本的な考え方」の策定
②認知度向上・理解促進のための取組・・・子どもを対象とした実態調査・出前事業、関係機関を対象とした研修会、一般市民を対象とした講演会等
③相談体制の充実・・・既存の相談支援機関に加え、新たな相談窓口（子どもなんでも相談・子どもオンブズパーソン制度）の設置
④ヤングケアラー支援のための地域連携ネットワークの構築・・・コーディネーターを核とした支援の基盤づくり
⑤各分野の行政計画等へのヤングケアラー支援の視点取入れ
施策2　家族が働き続けられる環境づくり
事業77
●重症心身障害児（者）レスパイト事業
・在宅の重症心身障害児（者）に対し、主治医からの指示書に基づき訪問看護師が自宅に出向き、一定時間介護者が行う医療的ケア等を代替えすることにより、家族の休養等を図る
事業78
●障害福祉サービス事業等の確保(再掲)
・サービスの提供体制及びサービス量を確保し実施する
・障害福祉サービス事業所の設立に向けた協議調整の際には、日野市の計画やニーズを伝え、不足するサービスの充実に向け働きかけを行う
事業79
●障害児通所支援事業等の確保(再掲)
・サービスの提供体制及びサービス量を確保し実施する
・障害児通所支援事業所の設立に向けた協議調整の際には、日野市の計画やニーズを伝え、不足するサービスの充実に向け働きかけを行う
施策3　障害のある方の子育てを支援する
事業80
○個別相談の充実
・妊娠が分かった時から、不安を解消し、安心して出産・子育てができるよう保健師等による個別の相談支援を行う
事業81
●サービス利用に向けた相談支援の充実
・障害のある方及びその家族などの抱える困りごとが複合的になっている現状を踏まえた上で、市内の相談支援体制の整備状況やニーズを勘案し、個別の相談支援の充実や必要な相談支援体制の確保及び関係機関との連携の強化、支援のネットワークの構築について、検討して取組む
・障害のある方が、障害福祉サービス、障害児通所支援、その他のサービス等を利用し、安心して子育てができるように個別のニーズに寄りそった支援を行う


○…新規　　●…継続事業
事業82
●身体・知的障害者相談員体制、ピアサポート体制の充実
・障害のある方が、楽しみ、安心して子育てができるよう、情報や悩みを共有できる場をつくる
・悩みをその人自身で克服できるよう、同じ悩みや障害のある方による相談体制の充実を図る

方向性11　仕事を通して地域貢献できる仕組をつくる
○…新規　　●…継続事業
施策1　地域の支え手としていきいきと活躍できる場づくり
事業83
○地域貢献の場の拡充
【日野わーく・わーくの充実】
・日野市内の障害者就労施設等が連携し、自主生産品等の展示
・販売を豊田駅前北口ショップを活用し行っている
・地域の農家や地元企業と連携した商品の開発、情報発信やイベント等を行い地域の活性化につなげる
【農福連携の推進】
・農作業を通じた引きこもりの方の社会復帰支援事業や障害者施設での農産物のジャムへの加工等、障害者等が自信や生きがいを持って社会参画できるよう活躍の機会を創出する
・多様な主体が農業に関わることで農業の活性化を図る
・庁内関係部署間の連携を図る
【地域企業への理解促進】
・商工会等と連携し地域企業に対して、障害者・障害理解を深める啓発を行う
【庁内業務委託事業の充実】
・障害者就労施設で働く障害のある方の地域移行及び地域での障害者理解を推進するため、市役所の事務・事業に伴う封入・封緘等の軽作業について、市内の障害者就労施設に依頼している
・各部署に周知し、依頼する軽作業の充実を図る
【庁内における障害者雇用の推進】
・インターンシップやチャレンジ雇用の実施等を通して障害者雇用を推進する
・障害者雇用推進チームにおいて、人材定着に向けたサポート体制の構築や職場環境の整備等を行う


○…新規　　●…継続事業
事業84
●障害者優先調達の周知・推進
・障害のある方の経済的自立の促進に向けて、障害者優先調達推進法の規定により毎年度作成する調達方針に基づき、市内障害者就労施設等が供給できる物品について、障害者就労支援施設等からの調達に努める
施策2　一人ひとりの「しごと」と「くらし」を一体的に支える
事業85
○障害のある方の就労のための支援
【障害者生活・就労支援事業の充実】
・障害者の一般就労の機会の拡大を図るとともに、障害者が安心して働き続けられるよう、身近な地域において就労面と生活面の支援を一体的に提供する障害者生活・就労支援事業「くらしごと」の充実を図る
【チャレンジ支援事業「とれ・わーく」】
・企業等への就労を希望する障害のある方に対し、障害者生活・就労支援事業「くらしごと」や就労移行支援事業所等と連携し、企業就労に向けて、期間を定め訓練及び評価を行い、連携機関の就労支援につなげる
・障害就労施設等利用者の新たな可能性を見出し、企業等への就労意欲が醸成されるような体験の場づくりを行う
・関係機関のネットワークを整え、就労支援を行う
【障害者雇用促進事業の継続】
・常用労働者40人未満（令和8年7月より37.5人未満）であって、障害者の雇用の促進に関する法律に定める特例子会社、特例関係会社として認定されていない事業者に対し、援助金を支給し障害者の就労を促進する
・重度障害者が就労する際の介助制度等についても検討を進めていく
【庁内における障害者雇用の推進】
・障害者雇用推進チームの設置やインターンシップの実施等を通して障害者雇用を推進する
・併せて人材定着に向けサポート体制の構築や職場環境の整備等を行う
事業86
●地域自立支援協議会 就労支援部会の運営
・地域自立支援協議会 就労支援部会において、障害のある方の就労等に関する施策や体制づくりについて検討する
・検討事項については、地域自立支援協議会への報告及び障害のある方の就労を支援する施策等へ反映する





第５章　障害福祉計画
１　障害福祉計画について

（１）計画の位置づけ
本計画は、障害者総合支援法第88条第1項に基づき定めるものです。
計画の策定にあたっては、厚生労働大臣の定める国の基本的な指針や東京都の基本的な考え方を踏まえ、障害福祉サービス、相談支援及び地域生活支援事業等の提供体制の確保に係る目標や、サービス等の必要な見込量について定めています。

（２）本計画の方針
本計画は、国の示す下記６つの基本指針に係る成果目標及び障害福祉サービスの必要な見込量を定めるものです。
①福祉施設の入所者の地域生活への移行
②精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築
③地域生活支援の充実
④福祉施設から一般就労への移行等
⑤相談支援体制の充実・強化等
⑥障害福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る体制の構築

（３）本計画に定める事項
①障害福祉サービス、相談支援及び地域生活支援事業等の提供体制の確保に係る成果目標及び活動指標
②各成果目標ごとの目標達成のための方策
③各年度ごとの障害福祉サービス等の必要な見込量及び見込量確保のための方策

（４）計画の期間
障害福祉計画は、国の指針により３年ごとの計画作成が基本とされているため、本計画の計画期間は、令和６年度から令和８年度までの３か年となります。















２　数値目標

第７期日野市障害福祉計画の最終年度となる令和８年度に向けた数値目標を設定し、この目標達成に必要なサービスの見込量及び確保の方策を示します。
国の指針に示された目標設定についての国の考え方と市の目標設定は次のとおりです。

（１）福祉施設の入所者の地域生活への移行
　①国の基本指針（考え方）
・令和４年度末時点での施設入所者数の６％以上が地域生活へ移行することとする。
・令和８年度末の施設入所者数を令和４年度末時点の施設入所者から５％以上削減することを基本
とする。

　②国の基本指針を踏まえた本市の設定目標
○　令和４年度末の施設入所者数118人の６％に当たる７人を令和８年度末までに地域生活へ移行するものとします。
○　令和８年度末の施設入所者数を令和４年度末の施設入所者数から６人（５％）を減少した112人とします。

令和４年度末の施設入所者数　118人　算出方法：令和４年度末の施設入所者数
【目標値】
地域生活移行者数	７人（６％）	算出方法：令和４年度末の施設入所者のうち、令和８年度末までにグループホーム等へ移行する見込人数
【目標値】
削減見込数	６人（５％）	算出方法：令和８年度末での施設入所者数の削減見込人数

≪目標達成のための方策≫
・施設入所者を地域へ移行させるため、また、地域で生活する障害のある方の望まない施設入所を減らすため、グループホームの質を高める取組や重度の障害がある方に対応する事業所を増やすなどサービスの向上に向けて検討を進めていきます。
・グループホームの質の向上に向けては、総量規制や定員の変更等の制限も行ったうえで、グループホーム事業所連絡会などで事業所同士の気づきの場を作るなどを取り組んでいきます。
・後述の精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築を進めるとともに、障害理解の啓発を行うことで、障害のある方が住みやすいまちを目指していきます。
 








（２）精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築
　①国の基本指針（考え方）
・精神障害者の精神病床からの退院後１年以内の地域における生活日数の平均を325.3日以上とすることを基本とする。
・令和８年度末の精神病床における１年以上の長期入院患者数（65歳以上・未満）の目標値を、国が提示する推計式を用いて設定する。
・精神病床における退院率に関し、入院後３か月時点の退院率については68.9％以上、入院６か月時点の退院率については84.5％以上、入院後１年時点の退院率については91％以上とすることを基本とする。
　②国の基本指針を踏まえた本市の設定目標
○国基本指針に掲げられている数値目標は、広域の調整が必要なため、東京都において設定するものとします。
○東京都が設定した目標を達成するための取組の一環として、本市においては、引き続き精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に取り組みます。

協議の場の開催回数	令和６年度：２回　令和７年度：2回　令和８年度：2回
協議会への場への関係者の参加者数　令和６年度：15人程度　令和７年度：15人程度　令和８年度：15人程度
協議会の場における目標設定及び評価の実施回数	令和６年度：2回　令和７年度：2回　令和８年度：2回
精神障害者の地域移行支援（人分/月）	令和６年度：1人　令和７年度：2人　令和８年度：2人
精神障害者の地域定着支援（人分/月）	令和６年度：1人　令和７年度：1人　令和８年度：2人
精神障害者の共同生活援助（人分/月）	令和６年度：79人　令和７年度：87人	令和８年度：96人
精神障害者の自立生活援助（人分/月）	令和６年度：１人　令和７年度：2人　令和８年度：2人
精神障害者の自立訓練（生活訓練）（人分/月）	令和６年度：34人　令和７年度：37人　令和８年度：40人
















≪目標達成のための方策≫
・ピアサポート活動の充実等、精神障害のある方が地域で生活し、困りごとを相談できるような自助・共助の仕組みづくりについて検討します。
・精神障害者保健福祉手帳の有無に関わらず、精神障害の症状のある方への支援について、関係機関と情報共有しながら現状把握や課題整理を行い、必要な支援策を検討していきます。
・地域定着支援、自立生活援助は、精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの協議の場において協議会に加え連絡会を実施するなど、より連携をスムーズにし、地域のサービスの拡充を図ることで、目標値の向上を目指します。


































（３）地域生活支援の充実
　①国の基本指針（考え方）
　　　・地域生活支援拠点等について、令和８年度末までの間、各市町村において整備するとともに、その機能の充実のため、コーディネーターの配置などによる効果的な支援体制及び緊急時の連絡体制の構築を進め、年１回以上支援の実績等を踏まえ運用状況を検証及び検討を行う。
・強度行動障害を有するものに関し、各市町村又は圏域において支援ニーズを把握し、支援体制の整備を進める。

　②国の基本指針を踏まえた本市の設定目標
○障害のある方の重度化・高齢化、「親亡き後」を見据えた地域生活支援への更なる充実が求められます。地域生活支援拠点等の機能充実のため、年１回以上、運用状況を検証・検討することを基本とします。

地域生活支援拠点設置数	数値目標：１箇所
機能検証の実施回数	成果目標：年1回以上運用状況の検証・検討を実施
強度行動障害を有する者に対する支援体制の検討	成果目標：実施

≪目標達成のための方策≫
・地域生活支援拠点の整備について、地域自立支援協議会等での協議や先進事例等を参考としながら、市の現状や課題も踏まえて求められる機能や整備方法等について検討を進めていきます。






















（４）福祉施設から一般就労への移行等
　①国の基本指針（考え方）
　　　・一般就労への移行者数を令和３年度の1.28倍以上にする。
うち　就労移行支援事業を通じた移行者数：1.31倍以上
就労継続支援Ａ型を通じた移行者数：1.29倍以上
就労継続支援Ｂ型を通じた移行者数：1.28倍以上
・就労移行支援事業利用終了者に占める一般就労へ移行した者の割合が５割以上の就労移行支援事業所を５割以上とする。
・就労定着支援事業利用者を令和３年度の1.41倍以上にする。
・就労定着率7割以上の就労定着支援事業所を２割５分以上とする。

　②国の基本指針を踏まえた本市の設定目標
○国基本指針に基づき、以下の目標を設定します。

項目	数値目標（成果目標）
一般就労への移行者数	
就労移行支援事業等※１を通じて一般就労に移行する者
令和３年度実績の1.28倍以上かつ就労系サービスの目標の合計値以上
【令和３年度実績】40人【令和８年度目標】51人以上
	うち就労移行支援事業を通じて一般就労に移行する者
令和3年度実績の1.31倍以上
【令和3年度実績】33人【令和8年度目標】43人以上
	うち就労継続支援Ｂ型事業を通じて一般就労に移行する者
令和3年度実績の1.28倍以上
【令和3年度実績】７人【令和8年度目標】９人以上
一般就労への移行者割合
就労移行支援事業利用終了者に占める一般就労へ移行した者の割合が５割以上の就労移行支援事業所
【令和８年度目標】一般就労へ移行した者の割合が５割以上の事業所を全体の５割以上
就労定着支援事業利用者数	就労移行支援事業等を通じて一般就労に移行する者のうち就労定着支援事業を利用する者　令和３年度実績の1.41倍以上
【令和３年度実績】45人　【令和8年度目標】63人以上
就労定着率※２	就労定着支援事業の就労定着率※２
【令和８年度目標】就労定着率が７割以上の事業所を全体の2割5分以上

※１　生活介護、自立訓練、就労移行支援、就労継続支援
※２　過去３年間の就労定着支援の総利用者数のうち前年度末時点の就労定着者数の割合






≪目標達成のための方策≫
・地域自立支援協議会 就労支援部会において一般就労への移行に向けた支援について検討していくとともに、就労に繋がらない方についても継続して支援をしていきます。







































（５）相談支援体制の充実・強化等
　①国の基本指針（考え方）
　　　・令和８年度末までに、基幹相談支援センターを設置するとともに、相談支援体制の強化を図る体制を確保することを基本とする。
・協議会において、個別事例の検討を通じた地域サービス基盤の開発・改善等を行う。

　②国の基本指針を踏まえた本市の設定目標
○日常生活の悩みや不安、さまざまな制度やサービスの利用、申請の援助など、複雑化してきている障害のある方やその家族の抱える困りごとに対応するため、様々な障害福祉サービスや資源とも連携し、総合的・専門的な相談支援や地域の相談支援体制の充実を図ります。

総合的・専門的な相談支援	成果目標：実施
相談支援事業者への専門的な指導・助言	成果目標：実施
相談支援事業者の人材育成の支援	成果目標：実施
相談機関との連携強化の取組	成果目標：実施
基幹相談支援センターの設置	成果目標：設置
協議会における事例検討の実施	成果目標：実施

≪目標達成のための方策≫
・相談支援体制の確保については、地域自立支援協議会等で議論を進めています。
・相談支援体制確保のため、相談支援事業所数の拡充や専門的な人材の育成等を図ります。また、障害のある方本人やその家族等が支援計画を作成する「セルフプラン」を行う人への相談支援も併せて充実させていきます。その際、サービスの調整に問題が生じる場合などには、相談支援事業所につなげるなどの支援も行います。
・加えて、市内事業所に委託している一般相談支援業務について、市民への周知を進めることで、障害のある方の自立した日常生活または社会生活に寄与していきます。併せて、地域包括支援センターとの連携を進め、限りある資源と財源の中でもサービスの質と量を確保・充実していき、障害福祉サービス事業所間の情報共有の場を設けるなど課題解決策を検討していきます。
 













（６）障害福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る体制の構築
　①国の基本指針（考え方）
　　　・各都道府県や各市町村において、サービスの質を向上させるための体制を構築する。

　②国の基本指針を踏まえた本市の設定目標
○利用者にとって真に必要とされるサービスが提供できるよう、各種研修の活用や障害者自立支援審査支払等システムによる審査結果の共有等を事業所に対して働きかけ、サービス等の質の向上に継続的に取り組みます。

障害者総合支援法の具体的内容を理解するための取組	成果目標：実施
障害福祉サービス等の利用状況の把握・検証	成果目標：実施
障害福祉サービス等の質の向上へ向けた体制の構築	成果目標：実施

≪目標達成のための方策≫
・本市の障害福祉課に新規配属された職員が東京都が開催する研修等に参加し、専門性を高めます。また、事業所に対する人材育成や虐待防止等の研修等の実施、移動支援等に関わる人材育成を行うことにより、障害のある方への全般的なサービスの質の向上を目指します。
・また、東京都が実施している第三者評価を市として積極的に公表し、サービスの質の向上につなげます。



 



















３　障害福祉サービスの事業量見込み

（１）訪問系サービス

①　居宅介護
自宅で、入浴、排せつ及び食事等の介護、調理、洗濯及び掃除等の家事並びに生活等に関する相談及び助言、その他の生活全般にわたる援助を行います。

②　重度訪問介護
重度の肢体不自由のある方又は重度の知的障害もしくは精神障害のある方で常に介護を必要とする人に、自宅で、入浴、排せつ及び食事等の介護、調理、洗濯及び掃除等の家事並びに生活等に関する相談及び助言その他の生活全般にわたる援助並びに外出時における移動中の介護を総合的に行います。

③　同行援護
視覚障害により、移動に著しい困難を有する障害のある方等に、外出時において、同行し移動に必要な情報を提供するとともに、移動の援護、排せつ及び食事等の介護その他の当該障害のある方が外出する際に必要な援助を適切かつ効果的に行います。

④　行動援護
知的障害又は精神障害により行動上著しい困難を有する障害があり、常時介護を必要とする人に、行動する際に生じ得る危険を回避するために必要な援護、外出時における移動中の介護、排せつ及び食事等の介護、その他行動する際に必要な援助を行います。

⑤　重度障害者等包括支援
重度訪問介護の対象となる障害のある方のうち、特に介護の必要性が非常に高い方に、居宅介護など複数の障害福祉サービスを包括的に行います。
















【サービス見込量】
①居宅介護（ホームヘルプ）
利用者数（人分/月）
第６期計画　令和３年度計画値：144　実績値：132　令和４年度計画値：154　実績値：135　令和５年度計画値：165　実績値：140
第７期計画　令和６年度計画値：146　令和７年度計画値：153　令和８年度計画値：160
利用時間（時間/月）
第６期計画　令和３年度計画値：1,337　実績値：1350　令和４年度計画値：1,436　実績値：1,335　令和５年度計画値：1,542　実績値：1,309
第７期計画　令和６年度計画値：1,335　令和７年度計画値：1,385　令和８年度計画値：1,440
②重度訪問介護
利用者数（人分/月）
第６期計画　令和３年度計画値：106　実績値：43　令和４年度計画値：115　実績値：43　令和５年度計画値：125　実績値：41
第７期計画　令和６年度計画値：43　令和７年度計画値：45　令和８年度計画値：46
利用時間（時間/月）
第６期計画　令和３年度計画値：9,183　実績値：9,550　令和４年度計画値：10,184　実績値：10,327　令和５年度計画値：11,294　実績値：9,772
第７期計画　令和６年度計画値：9,850　令和７年度計画値：10,150　令和８年度計画値：10,450
③同行援護
利用者数（人分/月）
第６期計画　令和３年度計画値：50　実績値：42　令和４年度計画値：55　実績値：42　令和５年度計画値：60　実績値：44
第７期計画　令和６年度計画値：45　令和７年度計画値：47　令和８年度計画値：49
利用時間（時間/月）
第６期計画　令和３年度計画値：900　実績値：790　令和４年度計画値：950　実績値：963　令和５年度計画値：1,000　実績値：948
第７期計画　令和６年度計画値：955　令和７年度計画値：1,025　令和８年度計画値：1,055
④行動援護
利用者数（人分/月）
第６期計画　令和３年度計画値：５　実績値：６　令和４年度計画値：６　実績値：７　令和５年度計画値：７　実績値：９
第７期計画　令和６年度計画値：９　令和７年度計画値：10　令和８年度計画値：11
利用時間（時間/月）
第６期計画　令和３年度計画値：60　実績値：102　令和４年度計画値：65　実績値：55　令和５年度計画値：70　実績値：57
第７期計画　令和６年度計画値：62　令和７年度計画値：73　令和８年度計画値：84
⑤重度障害者等包括支援
利用者数（人分/月）
第６期計画　令和３年度計画値：１　実績値：０　令和４年度計画値：１　実績値：０　令和５年度計画値：１　実績値：０
第７期計画　令和６年度計画値：１　令和７年度計画値：１　令和８年度計画値：１
利用時間
第６期計画　令和３年度計画値：１　実績値：０　令和４年度計画値：１　実績値：０　令和５年度計画値：１　実績値：０
第７期計画　令和６年度計画値：350　令和７年度計画値：350　令和８年度計画値：350
※令和５年度は、令和５年５月の実績値を、それ以外は各年度の３月の実績値です。
※人分/月＝１か月の利用実人数
【見込量確保策】
○　訪問系サービスは、自立した生活を支える上で必要不可欠なサービスであり、障害のある方のニーズに応じたサービスの提供が求められます。
　必要なサービスが行き届くよう、サービス提供体制の整備に努めます。
○　障害のある方の自己決定権を尊重し、障害の程度や状態に応じたサービスが提供されるよう、関係機関や事業者との連携を図ります。 
（２）日中活動系サービス
①　生活介護
常時介護が必要な障害のある方に、主として昼間、入浴、排せつ及び食事等の介護や創作的活動又は生産活動の機会等を提供します。

②　自立訓練（機能訓練）　
身体障害のある方を対象に、自立した日常生活又は社会生活ができるよう、一定期間、理学療法、作業療法その他必要な身体機能の向上のために必要な訓練、生活等に関する相談及び助言その他の必要な支援を行います。

③　自立訓練（生活訓練）
知的障害又は精神障害のある方を対象に、自立した日常生活及び社会生活ができるよう、一定期間、食事や家事等の日常生活能力の向上のために必要な訓練、生活等に関する相談及び助言その他の必要な支援を行います。

④　就労選択支援
障害のある方本人が就労先・働き方についてより良い選択ができるよう、就労アセスメントの手法を活用して、本人の希望、就労能力や適性等に合った選択支援を行います。

⑤　就労移行支援
企業等への就労を希望する障害のある方であって、通常の事業所に雇用されることが可能と見込まれる者について、一定期間、就労に必要な知識及び能力向上のために必要な訓練、求職活動に関する支援、その他適性に応じた職場の開拓、就職後における職場への定着のために必要な相談、その他の必要な支援を行います。

⑥　就労継続支援（Ａ型）
一般企業等での就労が困難な障害のある方のうち、雇用契約に基づき、継続的に就労することが可能な者に対し、働く場を提供するとともに知識及び能力の向上のために必要な訓練、その他の必要な支援を行います。






⑦　就労継続支援（Ｂ型）
一般企業等での就労が困難な障害のある方に、働く場を提供するとともに知識及び能力の向上のために必要な訓練、その他の必要な支援を行います。

⑧　就労定着支援
就労継続支援などを利用した人の就労を継続するために、事業所や家族との相談や連絡調整などの支援を行います。

⑨　療養介護
医療と常時介護を必要とする人に対し、医療機関で機能訓練、療養上の管理、看護、介護及び日常生活の介助を行います。

⑩　短期入所
居宅で介護する人が病気の場合などに、短期間、夜間も含め施設で、入浴、排せつ及び食事の介護などを行います。障害者支援施設等において実施する「福祉型」と、病院、診療所等において実施する「医療型」があります。


























【サービス見込量】
①生活介護
利用者数（人分/月）
第６期計画　令和３年度計画値：383　実績値：377　令和４年度計画値：388　実績値：395　令和５年度計画値：393　実績値：407
第７期計画　令和６年度計画値：422　令和７年度計画値：437　令和８年度計画値：452
利用日数（日/月）
第６期計画　令和３年度計画値：7,130　実績値：7,413　令和４年度計画値：7,465　実績値：8,039　
令和５年度計画値：7,816　実績値：7,802
第７期計画　令和６年度計画値：8,160　令和７年度計画値：8,520　令和８年度計画値：9,030
②自立訓練（機能訓練）
利用者数（人分/月）
第６期計画　令和３年度計画値：８　実績値：５　令和４年度計画値：９　実績値：７　令和５年度計画値：10　実績値：６
第７期計画　令和６年度計画値：８　令和７年度計画値：９　令和８年度計画値：10
利用日数（日/月）	
第６期計画　令和３年度計画値：69　実績値：26　令和４年度計画値：74　実績値：64　令和５年度計画値：80　実績値：69
第７期計画　令和６年度計画値：71　令和７年度計画値：74　令和８年度計画値：77
③就労選択支援（令和７年度から施行予定）
利用者数（人分/月）
第７期計画　令和７年度計画値：35　令和８年度計画値：36
④自立訓練（生活訓練）
利用者数（人分/月）
第６期計画　令和３年度計画値：27　実績値：29　令和４年度計画値：29　実績値：30　令和５年度計画値：31　実績値：31
第７期計画　令和６年度計画値：33　令和７年度計画値：35　令和８年度計画値：36
利用日数（日/月）
第６期計画　令和３年度計画値：406　実績値：390　令和４年度計画値：484　実績値：406　令和５年度計画値：576　実績値：358
第７期計画　令和６年度計画値：450　令和７年度計画値：500　令和８年度計画値：550
⑤就労移行支援
利用者数（人分/月）
第６期計画　令和３年度計画値：82　実績値：65　令和４年度計画値：83　実績値：63　令和５年度計画値：84　実績値：63
第７期計画　令和６年度計画値：65　令和７年度計画値：67　令和８年度計画値：69
利用日数（日/月）
第６期計画　令和３年度計画値：1,349　実績値：1,046　令和４年度計画値：1,413　実績値：1,108　令和５年度計画値：1,480　実績値：1,044
第７期計画　令和６年度計画値：1,077　令和７年度計画値：1,087　令和８年度計画値：1,089
⑥就労継続支援Ａ型
利用者数（人分/月）
第６期計画　令和３年度計画値：34　実績値：41　令和４年度計画値：34　実績値：45　令和５年度計画値：34　実績値：44
第７期計画　令和６年度計画値：52　令和７年度計画値：58　令和８年度計画値：64
利用日数（日/月）
第６期計画　令和３年度計画値：681　実績値：781　令和４年度計画値：681　実績値：900　令和５年度計画値：681　実績値：807
第７期計画　令和６年度計画値：1,019　令和７年度計画値：1,181　令和８年度計画値：1,336
⑦就労継続支援Ｂ型
利用者数（人分/月）
第６期計画　令和３年度計画値：338　実績値：349　令和４年度計画値：339　実績値：373　令和５年度計画値：340　実績値：392
第７期計画　令和６年度計画値：397　令和７年度計画値：406　令和８年度計画値：416
利用日数（日/月）
第６期計画　令和３年度計画値：5,000　実績値：5,617　令和４年度計画値：5,050　実績値：6,019　令和５年度計画値：5,100　実績値：5,935
第７期計画　令和６年度計画値：6,577　令和７年度計画値：7,079　令和８年度計画値：7,556

⑧就労定着支援
利用者数（人分/月）
第６期計画　令和３年度計画値：30　実績値：24　令和４年度計画値：35　実績値：26　令和５年度計画値：40　実績値：30
第７期計画　令和６年度計画値：40　令和７年度計画値：51　令和８年度計画値：65
⑨療養介護　
利用者数（人分/月）
第６期計画　令和３年度計画値：16　実績値：17　令和４年度計画値：16　実績値：17　令和５年度計画値：16　実績値：18　
第７期計画　令和６年度計画値：18　令和７年度計画値：18　令和８年度計画値：18
⑩短期入所（福祉型＋医療型）
実利用者数（人分/月）
第６期計画　令和３年度計画値：107　実績値：69　令和４年度計画値：114　実績値：97　令和５年度計画値：121　実績値：99
第７期計画　令和６年度計画値：88　令和７年度計画値：93　令和８年度計画値：99
月平均利用日数（日）
第６期計画　令和３年度計画値：415　実績値：279　令和４年度計画値：440　実績値：325　令和５年度計画値：465　実績値：333
第７期計画　令和６年度計画値：378　令和７年度計画値：403　令和８年度計画値：427
短期入所（福祉型）
実利用者数（人分/月）
第６期計画　令和３年度計画値：85　実績値：54　令和４年度計画値：90　実績値：74　令和５年度計画値：95　実績値：84　
第７期計画　令和６年度計画値：78　令和７年度計画値：82　令和８年度計画値：86
月平均利用日数（日）
第６期計画　令和３年度計画値：350　実績値：238　令和４年度計画値：360　実績値：272　令和５年度計画値：370　実績値：287
第７期計画　令和６年度計画値：316　令和７年度計画値：334　令和８年度計画値：351
短期入所（医療型）
実利用者数（人分/月）
第６期計画　令和３年度計画値：22　実績値：15　令和４年度計画値：24　実績値：23　令和５年度計画値：26　実績値：15
第７期計画　令和６年度計画値：15　令和７年度計画値：16　令和８年度計画値：17
月平均利用日数（日）
第６期計画　令和３年度計画値：65　実績値：41　令和４年度計画値：80　実績値：53　令和５年度計画値：95　実績値：46
第７期計画　令和６年度計画値：62　令和７年度計画値：69　令和８年度計画値：76
※令和５年度は、令和５年５月の実績値を、それ以外は各年度の３月の実績値です。
※人分/月＝１か月の利用実人数

【見込量確保策】
○　市内の事業所が安定した運営ができるよう日中活動を行っている障害福祉サービス事業所に対して支援を行います。また、不足しているサービスについて事業者の参入を促す働きかけを行います。





（３）居住系サービス
①　共同生活援助（グループホーム）
障害のある方に対し、夜間や休日に、共同生活を行う住居で、相談、入浴、排せつ又は食事の介護その他日常生活上の援助を行います。グループホーム事業者が、入浴、排せつ又は食事の介護を行う「介護サービス包括型」とグループホーム事業者が身体介護以外のサービスだけを行い、外部の居宅介護事業者に身体介護の部分を委託する「外部サービス利用型」、入浴、排せつ又は食事の介護を24時間体制で行う「日中サービス支援型」があります。

②　施設入所支援
施設に入所する障害のある方に対して、夜間や休日、入浴、排せつ及び食事の介護等を行います。

③　自立生活援助
障害者支援施設やグループホーム等から一人暮らしへの移行を希望する人に、一定の期間にわたり、定期的な巡回訪問や随時の対応により、障害のある方への理解力、生活力等を補う観点から、適切な支援を行うサービスです。

【サービス見込量】
①共同生活援助（グループホーム）
利用者数（人分/月）
第６期計画　令和３年度計画値：243　実績値：277　令和４年度計画値：261　実績値：296　令和５年度計画値：280　実績値：293
第７期計画　令和６年度計画値：304　令和７年度計画値：316　令和８年度計画値：329
②施設入所支援
利用者数（人分/月）
第６期計画　令和３年度計画値：111　実績値：110　令和４年度計画値：111　実績値：114　令和５年度計画値：111　実績値：113
第７期計画　令和６年度計画値：113　令和７年度計画値：113　令和８年度計画値：114
③自立生活援助
利用者数（人分/月）
第６期計画　令和３年度計画値：3　実績値：0　令和４年度計画値：5　実績値：0　令和５年度計画値：7　実績値：0
第７期計画　令和６年度計画値：1　令和７年度計画値：2　令和８年度計画値：2
※令和５年度は、令和５年５月の実績値を、それ以外は各年度の３月の実績値です。
※人分/月＝１か月の利用実人数








【見込量確保策】
○　共同生活援助（グループホーム）は地域移行において重要な役割を果たしています。今後は既存のグループホームの質を高める取組を実施していきます。また、在宅での生活が難しい方のための施設入所についても、施設との調整を図りながら確保に努めます。

























（４）相談支援
①　計画相談支援
障害のある方の抱える課題の解決や適切なサービス利用に向けて、きめ細かく支援するため、障害福祉サービスを利用する全ての人を対象とし、サービス等利用計画を作成し、サービス事業者との連絡調整等を行います。
また一定期間ごとにサービス等の利用状況の検証を行い計画の見直しを行います。

②　地域移行支援
障害者支援施設等に入所している障害のある方、精神科病院に入院している精神障害のある方及び保護施設・矯正施設等に入所している障害のある方に対し、住居の確保その他の地域における生活に移行するための活動に関する相談その他の必要な支援を行います。

③　地域定着支援
居宅において単身等で生活する障害のある方に対し、常時の連絡体制を確保し、障害の特性に起因して生じた緊急の事態等に相談その他必要な支援を行います。

【サービス見込量】
①計画相談支援
利用者数（人分/月）
第６期計画　令和３年度計画値：160　実績値：220　令和４年度計画値：170　実績値：231　令和５年度計画値：180　実績値：132
第７期計画　令和６年度計画値：278　令和７年度計画値：300　令和８年度計画値：320
②地域移行支援
利用者数（人分/月）
第６期計画　令和３年度計画値：4　実績値：0　令和４年度計画値：6　実績値：1　令和５年度計画値：8　実績値：1
第７期計画　令和６年度計画値：1　令和７年度計画値：2　令和８年度計画値：2
③地域定着支援
利用者数（人分/月）
第６期計画　令和３年度計画値：2　実績値：0　令和４年度計画値：2　実績値：0　令和５年度計画値：2　実績値：0
第７期計画　令和６年度計画値：1　令和７年度計画値：1　令和８年度計画値：2
※令和５年度は、令和５年５月の実績値を、それ以外は各年度の３月の実績値です。
※人分/月＝１か月の利用実人数

【見込量確保策】
○　全ての障害福祉サービス利用者にサービス等利用計画を作成することから、市内の事業者が、事業の実施の体制を整えるように働きかけを行います。




４　地域生活支援事業の事業量見込み

（１）必須事業
①　理解促進研修・啓発事業
障害のある方が日常生活及び社会生活を営む上で遭遇する「社会的障壁」を除去し、共生社会の実現を図ることを目的とし、障害理解に関する教室の開催、事業所訪問、イベント開催及び広報活動他の方法により地域社会の住民の障害のある方等に対する理解を深めます。

②　自発的活動支援事業
障害のある方やその家族、地域住民等が自発的に行う活動（ピアサポート、災害対策活動、ボランティア活動等）に対して支援を行います。

③　障害者相談支援事業
障害のある方の自立生活に関する諸般の問題について、相談に応じ、必要な情報の提供及び助言その他の障害福祉サービスの利用支援等、必要な支援を行うとともに、虐待の防止及びその早期発見のための関係機関との連絡調整その他の障害のある方の権利擁護のために必要な援助を行います。
市は、相談支援事業を効果的に実施するために、日野市地域自立支援協議会を、同協議会設置要綱（平成18年11月1日制定）に基づき設置、運営しています。日野市地域自立支援協議会は、相談支援機関、市内の障害福祉サービス事業者、都立特別支援学校代表、当事者団体代表、保健所など15人以内の委員に委嘱をしています。主な所掌業務は、相談支援事業者の運営の評価、困難事例対応への協議・調整、関係機関のネットワーク構築に向けての協議、社会資源の開発・改善などです。協議会は年に２回程度開催し、同協議会の下に困難事例等を検討するための「相談支援部会」、福祉的就労から一般就労に至るまでの一貫した相談体制の確立について検討するための「就労支援部会」を設置しています。

④　基幹相談支援センター等機能強化事業
一般的な相談支援事業に加え、特に必要と認められる能力を有する専門的職員を基幹相談支援センター等に配置することや、基幹相談支援センター等が地域における相談支援事業者等に対する専門的な指導・助言、情報収集・提供、人材育成の支援、地域移行に向けた取組等を実施することにより、相談支援機能の強化を図ります。
市は基幹相談支援センターを設置していませんが、障害者相談支援事業の機能強化及び適正かつ円滑な実施を図るために、社会福祉士、保健師、精神保健福祉士等、特に必要と認められる専門的能力を有する職員を配置する相談支援機能強化事業を行っています。










⑤　住宅入居等支援事業
公営住宅又は民間賃貸住宅への入居を希望しているが、保証人がいない等の理由により入居が困難な知的障害又は精神障害のある方に対し、入居に必要な調整又は家主等への相談若しくは助言等を行う事業です。

⑥　成年後見制度利用支援事業
知的障害又は精神障害のある方の権利擁護を目的として、民法に基づく成年後見制度の利用を支援する事業です。

⑦　成年後見制度法人後見支援事業
障害のある方の権利擁護を図るため、成年後見制度における後見等の業務を適正に行うことができる法人を確保できる体制を整備するとともに、市民後見人の活用も含めた法人後見の活動を支援します。
市では、成年後見制度法人後見支援事業の実施はありませんが、多摩南部成年後見センターにより法人後見の支援を行っています。

⑧　意思疎通支援事業
聴覚、言語機能、音声機能、視覚その他の障害により意思疎通を図ることが困難な方に対し、手話通訳者や要約筆記者等を派遣し、聞こえる方との円滑な意思疎通支援を図る事業を実施しています。

⑨　日常生活用具費助成事業
自立生活支援用具等の日常生活用具費を助成します。

⑩　手話奉仕員養成研修事業
意思疎通支援事業を実施するに当たり必要な、手話奉仕員の育成を行う事業です。
市では、社会福祉法人日野市社会福祉協議会へ手話講習会事業を委託して実施しています。本講座は、手話通訳者の養成とともに広く市民の方にも手話を知っていただくことを目的としています。

⑪　移動支援事業
屋外での移動が困難な障害のある方に外出のための支援を行います。

⑫　地域活動支援センター
障害のある方に、創作的活動や生産活動の提供、社会との交流の促進等のサービスを行います。

 








【サービス見込量】
①理解促進研修・啓発事業　
実施の有無
第６期計画　令和３年度計画値：実施　実績値：実施　令和４年度計画値：実施　実績値：実施　令和５年度計画値：実施　実績値：実施
第７期計画　令和６年度計画値：実施　令和７年度計画値：実施　令和８年度計画値：実施
②自発的活動支援事業
実施の有無
第６期計画　令和３年度計画値：実施　実績値：実施　令和４年度計画値：実施　実績値：実施　令和５年度計画値：実施　実績値：実施
第７期計画　令和６年度計画値：実施　令和７年度計画値：実施　令和８年度計画値：実施
③障害者相談支援事業
箇所数
第６期計画　令和３年度計画値：３　実績値：３　令和４年度計画値：３　実績値：３　令和５年度計画値：４　実績値：３
第７期計画　令和６年度計画値：３　令和７年度計画値：３　令和８年度計画値：３
④基幹相談支援センター等機能強化事業
実施の有無
第６期計画　令和３年度計画値：設置について検討　実績値：未設置　令和４年度計画値：設置について検討　実績値：未設置　令和５年度計画値：設置　実績値：未設置
第７期計画　令和６年度計画値：設置について検討　令和７年度計画値：設置について検討　令和８年度計画値：設置
相談支援機能強化事業
実施の有無
第６期計画　令和３年度・４年度・５年度の計画値：平成18年度より実施　実績値：平成18年度より実施
第７期計画　令和６年度・７年度・８年度の計画値：実施
⑤住宅入居等支援事業
実施の有無
第６期計画　令和３年度・４年度・５年度の計画値：実施について検討　実績値：未実施
第７期計画　令和６年度・７年度・８年度の計画値：実施について検討
⑥成年後見制度利用支援事業
実利用者数（人分/月）
第６期計画　令和３年度計画値：2　実績値：1　令和４年度計画値：2　実績値：3　令和５年度計画値：2　実績値：1
第７期計画　令和６年度計画値：4　令和７年度計画値：4　令和８年度計画値：4
⑦成年後見制度法人後見支援事業　
実施の有無
第６期計画　令和３年度・４年度・５年度の計画値：多摩南部成年後見センターにて実施しつつ、事業化を検討	実績値：多摩南部成年後見センターにより実施
第７期計画　令和６年度・７年度・８年度の計画値：多摩南部成年後見センターにより実施
⑧意思疎通支援（手話通訳者・要約筆記者等派遣事業）
利用者数（人分/年）
第６期計画　令和３年度計画値：41　実績値：38　令和４年度計画値：42　実績値：38　令和５年度計画値：43　実績値：23　
第７期計画　令和６年度計画値：40　令和７年度計画値：40　令和８年度計画値：40
利用件数（件/年）
第６期計画　令和３年度計画値：350　実績値：440　令和４年度計画値：400　実績値：398　令和５年度計画値：450　実績値：74
第７期計画　令和６年度計画値：450　令和７年度計画値：450　令和８年度計画値：450
※令和５年度は、令和５年５月の実績値を、それ以外は各年度の３月の実績値です。


手話通訳者設置事業
設置見込数（人）
第６期計画　令和３年度計画値：１　実績値：１　令和４年度計画値：１　実績値：１　令和５年度計画値：１　実績値：１
第７期計画　令和６年度計画値：１　令和７年度計画値：１　令和８年度計画値：１
⑨日常生活用具（合計）
給付件数（件/年）
第６期計画　令和３年度計画値：4,120　実績値：3,715　令和４年度計画値：4,167　実績値：4,184　令和５年度計画値：4,215　実績値：283
第７期計画　令和６年度計画値：4,073　令和７年度計画値：4,108　令和８年度計画値：4,158
介護・訓練支援用具
給付件数（件/年）
第６期計画　令和３年度計画値：23　実績値：11　令和４年度計画値：24　実績値：15　令和５年度計画値：25　実績値：0
第７期計画　令和６年度計画値：13　令和７年度計画値：13　令和８年度計画値：13
自立生活支援用具
給付件数（件/年）
第６期計画　令和３年度計画値：43　実績値：12　令和４年度計画値：44　実績値：25　令和５年度計画値：45　実績値：2
第７期計画　令和６年度計画値：20　令和７年度計画値：20　令和８年度計画値：20
住宅療養等支援用具
給付件数（件/年）
第６期計画　令和３年度計画値：30　実績値：38　令和４年度計画値：35　実績値：20　令和５年度計画値：40　実績値：3
第７期計画　令和６年度計画値：29　令和７年度計画値：29　令和８年度計画値：29
情報・意思疎通支援用具
給付件数（件/年）
第６期計画　令和３年度計画値：40　実績値：38　令和４年度計画値：41　実績値：38　令和５年度計画値：42　実績値：20
第７期計画　令和６年度計画値：55　令和７年度計画値：40　令和８年度計画値：40
排泄管理支援用具
給付件数（件/年）
第６期計画　令和３年度計画値：3,974　実績値：3,616　令和４年度計画値：4,013　実績値：4,086　令和５年度計画値：4,053　実績値：258
第７期計画　令和６年度計画値：3,950　令和７年度計画値：4,000　令和８年度計画値：4,050
居住生活動作補助用具
給付件数（件/年）
第６期計画　令和３年度計画値：10　実績値：４　令和４年度計画値：10　実績値：５　令和５年度計画値：10　実績値：５
第７期計画　令和６年度計画値：６　令和７年度計画値：６　令和８年度計画値：６
⑩手話奉仕員養成研修事業
講座回数（回/年）
第６期計画　令和３年度計画値：33　実績値：33　令和４年度計画値：33　実績値：33　令和５年度計画値：33　実績値：33
第７期計画　令和６年度計画値：33　令和７年度計画値：33　令和８年度計画値：33
養成研修修了者数（人分/年）
第６期計画　令和３年度計画値：30　実績値：1　令和４年度計画値：33　実績値：64　令和５年度計画値：35　実績値：0
第７期計画　令和６年度計画値：70　令和７年度計画値：70　令和８年度計画値：70
登録見込者数（人/年）
第６期計画　令和３年度計画値：４　実績値：１　令和４年度計画値：４　実績値：２　令和５年度計画値：４　実績値：０
第７期計画　令和６年度計画値：２　令和７年度計画値：２　令和８年度計画値：２
※令和５年度は、令和５年５月の実績値を、それ以外は各年度の３月の実績値です



⑪移動支援事業
利用者数（人分/月）
第６期計画　令和３年度計画値：200　実績値：122　令和４年度計画値：205　実績値：146　令和５年度計画値：210　実績値：157
第７期計画　令和６年度計画値：185　令和７年度計画値：199　令和８年度計画値：208
延利用時間（時間/年）
第６期計画　令和３年度計画値：22,000　実績値：20,069　令和４年度計画値：22,600　実績値：22,768　令和５年度計画値：23,200　実績値：4,122
第７期計画　令和６年度計画値：25,290　令和７年度計画値：26,942　令和８年度計画値：28,594
⑫地域活動支援センター　
実施箇所数
第６期計画　令和３年度計画値：２　実績値：２　令和４年度計画値：２　実績値：２　令和５年度計画値：２　実績値：２
第７期計画　令和６年度計画値：２　令和７年度計画値：２　令和８年度計画値：２
延利用者数（人分/月）
第６期計画　令和３年度計画値：520　実績値：374　令和４年度計画値：540　実績値：470　令和５年度計画値：560　実績値：379
第７期計画　令和６年度計画値：560　令和７年度計画値：570　令和８年度計画値：570
※令和５年度は、令和５年５月の実績値を、それ以外は各年度の３月の実績値です。
※人分/月＝１か月の利用実人数

【見込量確保策】
○　サービス利用対象者に広く情報提供を行い、利用促進を図ります。また、関係機関との連携を図り支援体制の整備を図ります。
○　加えて、事業者の把握に努め、多様な事業者の参入を促進し、サービス提供体制や事業を継続するための必要な予算措置などの検討を進めます。




（２）任意事業
①　日中一時支援事業
介護者が病気などの緊急の理由等により介護ができないときに、障害のある方を一時的に預かり、日中活動、見守り、社会適応訓練その他のサービスを提供します。

②　訪問入浴サービス事業
居宅で入浴することが困難な重度の障害のある方に対して、入浴車を派遣することにより入浴の機会を提供します。

【サービス見込量】
①日中一時支援事業
利用者数（人分/月）
第６期計画　令和３年度計画値：20　実績値：18　令和４年度計画値：21　実績値：23　令和５年度計画値：22　実績値：4
第７期計画　令和６年度計画値：25　令和７年度計画値：26　令和８年度計画値：26
利用回数（回/年）
第６期計画　令和３年度計画値：250　実績値：170　令和４年度計画値：260　実績値：139　令和５年度計画値：270　実績値：14
第７期計画　令和６年度計画値：151　令和７年度計画値：163　令和８年度計画値：175
②訪問入浴サービス
延利用回数（回/年）
第６期計画　令和３年度計画値：650　実績値：861　令和４年度計画値：700　実績値：824　令和５年度計画値：750　実績値：432
第７期計画　令和６年度計画値：900　令和７年度計画値：1,035　令和８年度計画値：1,070
※令和５年度は、令和５年５月の実績値を、それ以外は各年度の３月の実績値です。

【見込量確保策】
○　サービス利用対象者に広く情報提供を行い、利用促進を図ります。また、関係機関との連携を図り支援体制の整備を図ります。
○　加えて、事業者の把握に努め、多様な事業者の参入を促進し、サービス提供体制や事業を継続するための必要な予算措置などの検討を進めます。











第６章　障害児福祉計画
１　障害児福祉計画について

（１）計画の位置づけ
本計画は、障害のある子どもや発達に心配のある子どもが身近な地域で安心して生活できることを目的として、児童福祉法第33条の20第1項に基づき定めるものです。
計画の策定にあたっては、厚生労働大臣の定める国の基本的な指針や東京都の基本的な考え方を踏まえ、障害児通所支援等及び医療的ケア児支援等の提供体制の確保に関する成果目標及び見込量を定めます。

（２）本計画の方針
本計画は、国の示す下記１つの基本指針に係る成果目標及び障害児通所支援等の必要な見込量を定めるものです。
①障害児支援の提供体制の整備等

（３）本計画に定める事項
①児童福祉法に基づく障害児通所支援等（以下「サービス」）の提供体制の確保に係る成果目標及び活動指標
②成果目標の目標達成のための方策
③各年度の障害児通所支援等の必要な見込量及び見込量確保のための方策

（４）計画の期間
障害児福祉計画は、国の指針により３年ごとの計画作成が基本とされているため、本計画の計画期間は、令和６年度から令和８年度までの３か年となります。


















 
２　数値目標
第３期日野市障害児福祉計画の最終年度となる令和８年度に向けた数値目標を設定し、この目標達成に必要なサービスの見込量及び確保の方策を示します。
国の指針に示された目標設定についての国の考え方と市の目標設定は次のとおりです。

（１）障害児支援の提供体制の整備等
　①国の基本指針（考え方）
	・令和８年度末までに児童発達支援センターを設置することを基本とする。
・令和８年度末までに、児童発達支援センターや地域の障害児通所支援事業所等が保育所等訪問支援等を活用しながら、障害児の地域社会への参加・包容（インクルージョン）を推進する体制を構築することを基本とする。
・主に重症心身障害児を支援する児童発達支援事業所及び放課後等デイサービス事業所を各市町村に少なくとも１箇所以上確保することを基本とする。
・各市町村において、保健、医療、障害福祉、保育、教育等の関係機関等が連携を図るための協議の場を設けるとともに、医療的ケア児等に関するコーディネーターを配置することを基本とする。

　②国の基本指針を踏まえた本市の設定目標
○令和２年度に児童発達支援センターの指定を受けた「エール」（日野市発達・教育支援センター）において、地域における療育支援体制の充実に努めます。
○医療的ケア児支援について、引き続き検討していきます。

児童発達支援センターの設置	成果目標：設置
保育所等訪問支援の実施	成果目標：実施
重症心身障害児を支援する児童発達支援事業所及び放課後等デイサービス事業所の設置　成果目標：設置
保健、医療、障害福祉、保育、教育等の関係機関等が連携を図るための協議の場の設置　成果目標：設置
医療的ケア児等コーディネーターの配置	成果目標：配置















 
３　障害児通所支援等の事業量見込み

（１）障害児通所支援
①　児童発達支援
未就学の障害のある子どもへ日常生活における基本的な動作の指導、知的技術の付与、集団生活への適応訓練等を行います。

②　居宅訪問型児童発達支援
外出をすることが困難な重度の発達の支援が必要な未就学の児童を対象とした、居宅を訪問して基本的な動作の指導、知識技能付与などの支援を行うサービスです。

③　医療型児童発達支援
肢体不自由がある児童に児童発達支援及び治療を行います。未就学の障害のある子どもへ日常生活における基本的な動作の指導、知的技術の付与、集団生活への適応訓練等を行います。

④　放課後等デイサービス
就学中の障害のある子どもに授業の終了後又は夏休み等の休業日に、生活能力の向上のために必要な訓練、社会との交流の促進等を行います。

⑤　保育所等訪問支援
保育所を利用する障害のある子ども、又は今後利用する予定の障害のある子どもが保育所等における集団生活の適応のための専門的な支援を必要とする場合に、保育所等を訪問して支援することにより、保育所等の安定した利用の促進を行います。

【サービス見込量】
①児童発達支援　
利用者数（人分/月）
第２期計画　令和３年度計画値：240　実績値：131　令和４年度計画値：250　実績値：165　令和５年度計画値：260　実績値：131
第３期計画　令和６年度計画値：200　令和７年度計画値：210　令和８年度計画値：220
利用日数（日/月）
第２期計画　令和３年度計画値：1,300　実績値：1,167　令和４年度計画値：1,350　実績値：1,367　令和５年度計画値：1,400　実績値：1,218
第３期計画　令和６年度計画値：1,654　令和７年度計画値：1,736　令和８年度計画値：1,832
※令和５年度は、令和５年５月の実績値を、それ以外は各年度の３月の実績値です。
※人分/月＝１か月の利用実人数






②居宅訪問型児童発達支援
利用者数（人分/月）
第２期計画　令和３年度計画値：１　実績値：０　令和４年度計画値：１　実績値：１　令和５年度計画値：１　実績値：１　
第３期計画　令和６年度計画値：１　令和７年度計画値：１　令和８年度計画値：１
利用日数（日/月）
第２期計画　令和３年度計画値：２　実績値：０　令和４年度計画値：２　実績値：８　令和５年度計画値：２　実績値：７　
第３期計画　令和６年度計画値：10　令和７年度計画値：10　令和８年度計画値：10
③医療型児童発達支援
利用者数（人分/月）
第２期計画　令和３年度計画値：３　実績値：１　令和４年度計画値：３　実績値：４　令和５年度計画値：３　実績値：４　
第３期計画　令和６年度計画値：５　令和７年度計画値：５　令和８年度計画値：５
利用日数（日/月）
第２期計画　令和３年度計画値：33　実績値：７　令和４年度計画値：33　実績値：21　令和５年度計画値：33　実績値：27　
第３期計画　令和６年度計画値：35　令和７年度計画値：35　令和８年度計画値：35
④放課後等デイサービス
利用者数（人分/月）
第２期計画　令和３年度計画値：555　実績値：355　令和４年度計画値：587　実績値：395　令和５年度計画値：620　実績値：424
第３期計画　令和６年度計画値：450　令和７年度計画値：479　令和８年度計画値：511
利用日数（日/月）
第２期計画　令和３年度計画値：4,507　実績値：4,485　令和４年度計画値：4,863　実績値：4,965　令和５年度計画値：5,247　実績値：4,922　
第３期計画　令和６年度計画値：5,815　令和７年度計画値：6,576　令和８年度計画値：7,344
⑤保育所等訪問支援　
利用者数（人分/月）
第２期計画　令和３年度計画値：15　実績値：25　令和４年度計画値：17　実績値：28　令和５年度計画値：20　実績値：29
第３期計画　令和６年度計画値：30　令和７年度計画値：35　令和８年度計画値：40
利用日数（日/月）
第２期計画　令和３年度計画値：30　実績値：59　令和４年度計画値：35　実績値：60　令和５年度計画値：40　実績値：69　
第３期計画　令和６年度計画値：75　令和７年度計画値：88　令和８年度計画値：100
※令和５年度は、令和５年５月の実績値を、それ以外は各年度の３月の実績値です。
※人分/月＝１か月の利用実人数

【見込量確保策】
○　サービス提供事業所と連携し、人材育成、情報共有に努め、実施体制の確保を図ります。
○　障害児通所支援等の利用実態やニーズの把握を行い、障害のある子どもへの支援体制の整備に向け、子ども・子育て支援法等に基づく子育て支援施策との緊密な連携を図ります。





（２）障害児相談支援
障害のある子どもが障害児通所支援を利用する前に障害児支援利用計画を作成し、通所支援開始後、一定期間ごとにモニタリングを行う等の支援を行います。

【サービス見込量】
障害児相談支援
利用者数（人分/月）
第２期計画　令和３年度計画値：19　実績値：15　令和４年度計画値：21　実績値：32　令和５年度計画値：23　実績値：18
第３期計画　令和６年度計画値：35　令和７年度計画値：40　令和８年度計画値：45
※令和５年度は、令和５年５月の実績値を、それ以外は各年度の３月の実績値です。

【見込量確保策】
○　適切なサービス等利用計画の作成やモニタリングを円滑に行うため、障害児相談支援事業者と関係機関との連携を強化し、相談支援体制の充実に努めます。

（３）医療的ケア児等コーディネーターの配置
医療的なケアが必要な障害のある子ども等に対する支援として、関係機関との連携や本人の健康維持、包括的な支援システム構築など総合的な調整を行います。

【サービス見込量】
医療的ケア児コーディネーターの配置
配置人数（人）
第２期計画　令和３年度計画値：０　実績値：０　令和４年度計画値：１　実績値：０　令和５年度計画値：１　実績値：０
第３期計画　令和６年度計画値：３　令和７年度計画値：４　令和８年度計画値：５

【見込量確保策】
○　医療的ケア児等及びその家族への助言や情報提供、さらに必要とする他分野に渡るサービス等の調整を行う医療的ケア児等コーディネーターの配置を検討します。












（４）ペアレントトレーニング
障害のある子どもを持つ保護者等に対し、子どもとの接し方や、子どもの行動等を理解するための講座等を行います。

【サービス見込量】
ペアレントトレーニング
受講者数（人/年）
第２期計画　令和３年度計画値：50　実績値：64　令和４年度計画値：50　実績値：67　令和５年度計画値：50　実績値：10
第３期計画　令和６年度計画値：64　令和７年度計画値：66　令和８年度計画値：68
※令和５年度は、令和５年５月の実績値を、それ以外は各年度の３月の実績値です。

【見込量確保策】
○　国や都の動向や各市町村の取組内容等を注視しながら、適切に事業を実施していきます。




























第７章　計画の推進
１　計画の推進に向けて
（１）実施計画をもとにチェック機関による計画の進行管理
日野市では、今回策定した「障害者保健福祉ひの６か年プラン」について、少なくとも年１回以上、日野市地域自立支援協議会において、各施策について進捗状況の確認等を行い、この計画を実効性のあるものにします。
なお、パブリックコメントで寄せられたご意見やご提言のうちプランに直接反映できなかったものや国・都の動向をみながら、この進行管理を通して今後の障害者施策の見直し等に努めていきます。

（２）障害者保健福祉ひの６か年プランの３年後の見直し等を検討
障害者施策については、法律の改正等による変動が多いため、障害者保健福祉ひの６か年プランについては、令和８年度に策定する次期障害福祉計画及び障害児福祉計画に合わせて必要となる見直し等の検討を行うこととします。

（３）その他のフォローアップ
①障害関係団体や家族会との連携
「入所施設や病院から在宅へ」という流れの中で、障害のある方も、一人の市民として地域社会にどのように関わっていくかが問われています。「公助」にだけ頼るのではなく「共助」や「自助」の視点ももち、自ら主体的に行動することが重要です。
市では、障害関係団体や家族会と幾度となく話し合い、ともに意識改革を図ってきましたが、障害関係団体、家族会、障害福祉施設などの横のつながりも強化し、プランの推進を目指して一段と連携を深めます。
②日野市地域自立支援協議会との連携
障害者総合支援法に基づく地域自立支援協議会では、①相談支援事業の運営に関すること、②困難事例への対応のあり方に関すること、③地域の関係機関によるネットワーク構築に関することなどを行います。この地域自立支援協議会を活用し、障害福祉施策の展開の検討、保健、医療分野との連携などを行います。



